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 証券コード 6841

 平成21年６月５日

株 主 各 位  

 東京都武蔵野市中町二丁目９番32号

 横 河 電 機 株 式 会 社
 代表取締役社長 海 堀 周 造

第133回定時株主総会招集ご通知 

拝啓 ますますご清栄のこととお喜び申し上げます。 

さて、当社第133回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席くだ

さいますようご案内申し上げます。 

なお、当日ご出席願えない場合は、次頁のいずれかの方法によって議決権を行使 

することができますので、お手数ながら後記の「株主総会参考書類」をご検討のうえ、

議決権を行使してくださいますようお願い申し上げます。 

敬 具 

記 

１．日  時    平成21年６月29日（月曜日）午前10時 

２．場  所    東京都武蔵野市中町二丁目９番32号 本社 大会議室 

（末尾の「株主総会会場ご案内図」をご参照ください。） 

３．会議の目的事項 

報告事項 １．第133期(自平成20年４月１日 至平成21年３月31日)事業報告

の内容、連結計算書類の内容並びに会計監査人及び監査役会の

連結計算書類監査結果報告の件 

２．第133期(自平成20年４月１日 至平成21年３月31日)計算書類

の内容報告の件 

決議事項 

第１号議案 剰余金の配当の件 

第２号議案 定款一部変更の件 

第３号議案 取締役10名選任の件 

第４号議案 監査役１名選任の件 

第５号議案 当社株式の大量取得行為に関する対応策（買収防衛策）の 

継続導入の件 

以 上 
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［郵送による議決権行使の場合］ 

 同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示のうえ、平成21年６月26

日（金曜日）午後５時までに到着するようご返送ください。 

［インターネット等による議決権行使の場合］ 

 当社指定の議決権行使ウェブサイト（http://www.it-soukai.com/）にアクセ

スしていただき、同封の議決権行使書用紙に表示された「議決権行使コード」及

び「パスワード」をご利用のうえ、画面の案内にしたがって、平成21年６月26日

（金曜日）午後５時までに議案に対する賛否をご入力ください。なお、インター

ネット等による議決権行使に際しましては78頁の「インターネット等による議決

権行使のご案内」をご確認くださいますようお願い申し上げます。 

 

［重複行使の取扱い］ 

 議決権行使書用紙により議決権を行使され、インターネットでも議決権を行使

された場合は、到着日時を問わずインターネットによる議決権行使を有効なもの

とさせていただきます。また、インターネットで議決権行使を複数回された場合

は、最後の議決権行使を有効なものとさせていただきます。 

 

 
                                       

◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出ください。議決権の 

代理行使につきましては、定款の定めにより、議決権を有する株主の方に委任する場合に限られてお

りますので、ご了承ください。なお、代理人は１名に限らせていただくとともに、代理権を証明する

書面を当社にご提出いただきますようお願いいたします。 

◎株主総会参考書類、事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正が生じた場合には、インターネット

上の当社ウェブサイト（http://www.yokogawa.co.jp/）に掲載させていただきます。 
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(提供書面) 

 

事 業 報 告 
自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日 

 

１．企業集団の現況 
(1) 当事業年度の事業の状況 

① 事業の経過及び成果 

 当連結会計年度における当社グループの業績は、世界的な金融危機に伴う年
度後半からの急激な実体経済の悪化、半導体市況の悪化に伴う半導体製造設備
に対する大幅な投資抑制、更には、昨年９月以降の急激な円高などの影響によ
り、売上高につきましては、前期と比較して大幅な減収となりました。当社グ
ループでは、この急変した事業環境を受け、徹底した費用削減、設備投資の抑
制など、利益確保のための取組みを実施いたしましたが、売上高の減少に加え、
当連結会計年度より棚卸資産の処分・評価損等が営業外費用から営業費用へ区
分変更されたことなどから、営業利益は前期と比較して減益となりました。経
常利益は、上記棚卸関連費用が区分変更されたこと及び前期と比較して為替差
損が減少したことにより、減益額が営業利益の減益額を下回りました。当期純
損失は、前期と比較し、主に有価証券評価損、事業再編損及び固定資産の減損
損失の計上により特別損失が増加したこと並びに現在の事業環境において将来
の課税所得の見積もりが困難となったことから繰延税金資産を取り崩したこと
等により法人税等調整額が増加したため、減益額が経常利益の減益額を上回り
ました。 

 
＜連 結＞ 
売 上 高 3,765億34百万円（前期比 13.9％ 609億13百万円減） 
営 業 利 益 47億７百万円（前期比 82.8％ 227億５百万円減） 
経 常 利 益 ２億74百万円（前期比 98.3％ 161億78百万円減） 
当期純損失 384億46百万円（前期比  －  501億14百万円減） 
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 事業の種類別セグメントの概況は以下のとおりです。 
 

制御事業 
 主要事業である制御事業の市場は、年度前半は海外でエネルギー・素材需要
の増大と原油高を背景に、石油、石油化学、天然ガスなどのプラントへの投資
が活発に行われた結果、堅調に推移しました。しかしながら、年度後半からは
米国のサブプライムローン問題に端を発する金融危機とそれに伴う実体経済の
悪化、原油価格の下落などにより海外で計画中のプロジェクトの延期が生じた
ほか、国内でも一部を除き多くの業種で大幅な減産、投資抑制の動きが広がり、
急速に市況が悪化しました。 
 このような市場環境のもと、生産管理システムの新プラットフォームや、油
田・天然ガス田やパイプラインなどの厳しい環境下での使用が可能な高耐久・
低消費電力タイプの制御・監視モジュールを発売したほか、ガス分析計の分野
で独創的な技術を持つ米国のAnalytical Specialties, Inc.を買収するなど、
事業領域の拡大に向け製品ラインアップの強化を図りました。また、国内では、
既設プラントの更新需要の確実な取り込みのほか、電力・ガス・水道などの社
会インフラ、食品・薬品業種、省エネルギー・環境保全など市況の影響を比較
的受けにくい分野に注力いたしました。海外では、石油・ガスの探査、開発、
生産工程であるアップストリーム市場へ本格的に参入したほか、近年新興国を
中心に需要が増大している電力プラント市場への対応を強化し、各地域で大型
プロジェクトを受注しました。また、プラントのライフサイクル全体にわたり
顧客の継続的な業務改善活動を支援する「VigilantPlant Service」の提供を
開始しました。 
 上記のとおり、開発から販売、マーケティング、サービスにわたり積極的な
事業活動を行いましたが、年度後半からの急速な市況の悪化に加え、前期比で
為替レートが円高に推移したことから、制御事業の売上高は3,011億52百万円
（前期比 210億70百万円減）、営業利益は290億97百万円（前期比 99億72百
万円減）となり、前期と比較して減収・減益となりました。 

 
計測機器事業 
 計測機器事業のうち半導体テストシステムの市場は、ＤＲＡＭを中心とする
半導体デバイスの需給ギャップの拡大とそれに伴う価格の下落により半導体
メーカ各社の設備投資が大幅に抑制された結果、かつて無い水準まで縮小しま
した。測定器の市場につきましては、新エネルギー、省エネルギー分野向けの
電力測定器は堅調だったものの、主力市場である電機、自動車を中心に設備投
資・研究開発投資が大幅に抑制されたことから、全体として低調に推移しまし
た。このような市場環境のもと、コストパフォーマンスを重視した電力測定器、
波形測定器などの新製品を発売し受注の確保に努めましたが、特に年度後半か
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らの急激な市場の冷え込みの影響は大きく、計測機器事業の売上高は341億38
百万円（前期比 346億33百万円減）、営業損失は137億64百万円（前期比 
117億77百万円増）となり、前期と比較して売上高は減収、営業損失は増加と
なりました。 

 
新事業その他 
 新事業その他では、フォトニクスビジネスにおいて、次世代ネットワークの
本格的な普及開始に伴い40Gbps基幹系光通信の市場が伸張しました。また、ラ
イフサイエンスビジネスでは、共焦点スキャナの海外市場が堅調に推移しまし
た。一方、アドバンストステージビジネスの市場は、主要顧客である半導体製
造装置メーカからの需要の低迷を受け低調に推移しました。 
 このような市場環境のもと、フォトニクスビジネスでは、通信業界の標準規
格であるＭＳＡ規格に対応した40Gbpsトランスポンダの小型化モデルを発売し、
従来の国内に加え海外市場へ向けての活動を開始しました。また、ライフサイ
エンスビジネスでは、高性能顕微鏡で世界最大手のカール・ツァイス社と提携
するなど、共焦点スキャナの海外販売を強化しました。 
 しかしながら、新事業その他全体では、アドバンストステージビジネスで半
導体製造装置向け受注が大幅に減少したこと及び各ビジネスで事業立ち上げの
ための費用が発生したことから、売上高は412億44百万円（前期比 52億11百
万円減）、営業損失は106億26百万円（前期比 ９億56百万円増）となり、前
期と比較して売上高は減収、営業損失は増加となりました。 

 
② 設 備 投 資 の 状 況 

 当連結会計年度は、事業環境の悪化により設備投資の見直しを行い、一部を

凍結したことから、設備投資の総額は268億13百万円となり、前期と比較し111

億76百万円減少しました。設備投資の主なものとして、本社及び欧州子会社

（Yokogawa Europe B.V.）の新社屋建設及び情報インフラ構築のための投資を

行いました。 

 

③ 資 金 調 達 の 状 況 

 当連結会計年度は、社債または新株発行による資金調達は行っておりません。 

 設備資金及び運転資金は、自己資金及び金融機関からの長期借入などをもっ

て充当いたしました。 
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(2) 直前３事業年度の財産及び損益の状況 

① 企業集団の財産及び損益の状況 
 （単位：百万円）

区 分 
平成17年度 
第130期 

平成18年度 
第131期 

平成19年度 
第132期 

平成20年度 
第133期(当期)

受 注 高 400,507 456,549 455,072 374,285

売 上 高 388,877 433,405 437,448 376,534

経 常 利 益 26,402 29,616 16,453 274

当 期 純 利 益 21,559 12,563 11,667 △  38,446

１株当たり当期純利益 87円45銭 47円79銭 44円76銭 △149円26銭

総 資 産 417,805 438,683 444,644 400,959

純 資 産 224,566 238,902 224,844 171,008

 （注）第131期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月９日)

及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号 平成

17年12月９日）を適用しております。 

 

② 当社の財産及び損益の状況 
 （単位：百万円）

区 分 
平成17年度 
第130期 

平成18年度 
第131期 

平成19年度 
第132期 

平成20年度 
第133期(当期)

受 注 高 231,397 247,025 236,045 182,940

売 上 高 235,581 239,399 238,786 184,872

経 常 利 益 20,997 14,946 △  2,424 △  2,151

当 期 純 利 益 13,804 5,039 △  2,132 △  40,043

１株当たり当期純利益 55円99銭 19円17銭 △８円18銭 △155円46銭

総 資 産 333,095 341,754 341,153 304,203

純 資 産 209,317 208,169 186,550 139,474

 （注）第131期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月９日)

及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号 平成

17年12月９日）を適用しております。 
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(3) 重要な親会社及び子会社の状況 

① 親 会 社 と の 関 係 

 該当事項はありません。 

 

② 重要な子会社の状況 

会 社 名 資 本 金 
当 社 の
出資比率

主 な 事 業 内 容 

横河マニュファクチャリング株式会社 5,010百万円 100.0％ 制御・計測機器の製造 

Yokogawa Corporation of America 1千米ドル 100.0％
制御・計測機器の製造、販売、 
エンジニアリング、サービス 

Y o k o g a w a  E u r o p e  B . V . 17,725千ユーロ 100.0％
制御・計測機器の製造、販売、 
エンジニアリング、サービス 

Yokogawa Engineering Asia Pte.Ltd. 
29,000千 
シンガポールドル

100.0％
制御・計測機器の販売、 
エンジニアリング、サービス 

Yokogawa Middle East B.S.C.(c) 
2,481千 
バーレーンディナール

100.0％
制御機器の販売、エンジニ
アリング、サービス 

横河フィールドエンジニアリ
ン グ サ ー ビ ス 株 式 会 社 

300百万円 100.0％
制御・計測機器の保守サー
ビス 

横河電機（蘇州）有限公司 4,000百万円 100.0％ 制御・計測機器の製造 

横 河 商 事 株 式 会 社 90百万円 50.0％
制御・計測機器の販売、 
保険代理業 

横 河 電 子 機 器 株 式 会 社 300百万円 78.7％
防衛電子機器・食器洗浄機
の製造、販売 

Yokogawa Electric Asia Pte.Ltd. 
31,020千 
シンガポールドル

100.0％ 制御機器の製造 

横河電機（中国）有限公司 119百万人民元 100.0％
制御・計測機器の販売、 
エンジニアリング、サービス 

 （注）横河電機（中国）有限公司は、平成20年12月19日付で66百万人民元の増資を行い、資本金が119百万人民元と

なりました。 
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(4) 対 処 す べ き 課 題 
 当社グループは、現在直面している厳しい事業環境に対処し、2011年度以降の
成長に向け利益体質への転換を図るため、2009年度と2010年度の２年間に、固定
費削減による経営効率の向上と事業ポートフォリオの見直しに向けた諸施策を徹
底して実行してまいります。 

 
＜事業の種類別セグメントの課題＞ 
 制御事業については、世界経済の低迷により当面市場の停滞が予想されますが、
中長期的には新興国を中心にエネルギー・素材需要が回復し安定的な市場の拡大
が見込まれます。また、環境問題が人類共通の重要課題となっている今日、省エ
ネルギー・環境保全分野もまた当社グループが貢献できる有望な市場であると考
えています。 
 このような認識のもと、制御事業においては、グローバルコスト競争力の実現、
事業機能の海外シフトの拡大、経営資源の集中投入により強固な事業基盤を構築
するとともに、海外市場での対象業種の拡大、計測・制御・情報の技術の相互活
用による省エネルギー・環境保全ビジネスの積極展開、提案型保全サービスの提
供などによりシェアの拡大を図り、グローバル制御市場でのNo.１カンパニーを
目指します。 
 計測機器事業のうち、測定器ビジネスでは、新エネルギーや省エネルギー機器
の開発分野や環境保全分野、光通信などの社会インフラ分野へ付加価値の高いソ
リューションを提供してまいります。半導体テスタビジネスでは、市場の構造的
な変化に対応し大幅な固定費の削減を図るとともに、メモリテスタ分野にリソー
スを集中します。 
 新事業の各ビジネスにつきましては、市場の成長性、収益性及び競争優位性を
見極め、事業の選択と集中を行ってまいります。このうち、フォトニクスビジネ
スでは、次世代ネットワークの世界規模での急速な拡大に対応し海外展開を図る
とともに、生産能力の拡大とコストダウンを加速してまいります。ライフサイエ
ンスビジネスでは、細胞観察など生命科学領域に注力してまいります。 

 
＜コーポレートガバナンスの充実に向けた課題＞ 
 当社グループでは、健全で持続的な成長を確保し、株主の皆様をはじめとする
ステークホルダーからの社会的信頼に応えていくことを企業経営の基本的使命と
位置づけており、「健全で利益ある経営」を実現するための重要施策として、
コーポレートガバナンスの充実に取り組んでまいります。 
 当社取締役会では、当社グループの事業に精通した取締役と、独立性の高い社
外取締役による審議を通して、意思決定の迅速性と透明性を高めてまいります。
また、社外監査役を含む監査役による監査を通して、取締役の業務の適法性、効
率性、意思決定プロセスの妥当性などを厳正に監視・検証し、経営に対する監査
機能の充実を図ってまいります。 



 

－  － 
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 当社グループでは、コンプライアンスの基本方針を『YOKOGAWAグループ企業行
動規範』として定めており、取締役が率先して企業倫理の遵守と浸透にあたって
まいります。また、財務報告の信頼性の確保及び意思決定の適正性の確保などを
含めた『YOKOGAWAグループ内部統制システム』を定めており、当社グループの業
務が適正かつ効率的に実施されることを確保するための内部統制システムとして
整備してまいります。 
 さらに、コンプライアンスを徹底するため、内部監査部署が年間計画に基づき
内部監査を実施し、重要な事項について取締役会及び監査役に報告いたします。 

 
(5) 主 要 な 事 業 内 容（平成21年３月31日現在） 

事 業 区 分 主 要 製 品 

制 御 事 業 
生産制御システム、流量計、差圧・圧力伝送器、プロセス
分析計、プログラマブルコントローラ 等 

計 測 機 器 事 業 
半導体テストシステム、波形測定器、光通信関連測定器、
信号発生器、電力・温度・圧力測定器 等 

新 事 業 そ の 他 
光通信モジュール及びサブシステム、ＸＹステージ、共焦
点スキャナ、航空機用計器、航海関連機器、気象・水文計
測器 等 

 

(6) 主要な営業所及び工場（平成21年３月31日現在） 

① 当 社 
本 社：東京都武蔵野市 
事業所：金沢事業所（石川県金沢市） 

相模原事業所（神奈川県相模原市） 
営業所：本社営業（東京都武蔵野市） 

関西支社（大阪府大阪市） 
千葉支店（千葉県市原市） 
中部支店（愛知県名古屋市） 
九州支店（福岡県福岡市） 

工 場：本社工場（東京都武蔵野市） 
 

② 子会社 
営業所：Yokogawa Corporation of America（米国） 

Yokogawa Europe B.V.（オランダ） 
Yokogawa Engineering Asia Pte.Ltd.（シンガポール） 
Yokogawa Middle East B.S.C.(c)（バーレーン） 
横河電機（中国）有限公司（中国） 



 

－  － 
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工 場：横河マニュファクチャリング株式会社 

小峰工場（東京都あきる野市） 

青梅工場（東京都青梅市） 

甲府工場（山梨県甲府市） 

金沢工場（石川県金沢市） 

相模原工場（神奈川県相模原市） 

横河電機（蘇州）有限公司（中国） 

Yokogawa Electric Asia Pte.Ltd.（シンガポール） 

 

(7) 企業集団の使用人の状況（平成21年３月31日現在） 

事 業 区 分 使 用 人 数 

制 御 事 業 15,960名 

計 測 機 器 事 業 2,350名 

新 事 業 そ の 他 1,937名 

合 計 20,247名 

 （注）使用人数は就業人員を記載しております。 

なお、契約社員、派遣社員などは含まれておりません。 

 

(8) 主要な借入先の状況（平成21年３月31日現在） 

借 入 先 借 入 額 

株 式 会 社 み ず ほ コ ー ポ レ ー ト 銀 行 300億円 

株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 77億25百万円 

 （注）当社は、株式会社みずほコーポレート銀行を幹事とするシンジケートローン契約を締結し、３回の調達により

総額660億円を借入れております。このうち、株式会社みずほコーポレート銀行からの借入れ80億円及び株式

会社三菱東京ＵＦＪ銀行からの借入れ30億円が、上記借入額に含まれております。 

 

(9) その他企業集団の現況に関する重要な事項 

 平成20年７月１日付で、当社ＩＣハンドラ事業を株式会社テセック（本社：東

京都東大和市 代表取締役社長：越丸 誠氏）に譲渡いたしました。 

 



 

－  － 
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２．会 社 の 現 況 
(1) 株 式 の 状 況（平成21年３月31日現在） 

① 発行可能株式総数 600,000千株 

② 発行済株式の総数 268,624千株 

③ 株 主 数 37,789名 

④ 大 株 主 

当 社 へ の 出 資 状 況 
株 主 名 

持 株 数 出 資 比 率 

千株 ％ 
第 一 生 命 保 険 相 互 会 社 22,697 8.8 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 18,003 7.0 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 14,773 5.7 

日 本 生 命 保 険 相 互 会 社 14,284 5.5 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口４Ｇ） 10,047 3.9 

オーエム04 エスエスビークライアント オムニバス 8,697 3.4 

横 河 電 機 持 株 会 6,998 2.7 

みずほ信託銀行株式会社 退職給付信託 
みずほコーポレート銀行口 再信託受託者 
資 産 管 理 サ ー ビ ス 信 託 銀 行 株 式 会 社 

6,643 2.6 

東 京 海 上 日 動 火 災 保 険 株 式 会 社 4,694 1.8 

みずほ信託銀行株式会社 退職給付信託 
み ず ほ 銀 行 口  再 信 託 受 託 者 
資 産 管 理 サ ー ビ ス 信 託 銀 行 株 式 会 社 

4,617 1.8 

 （注）当社は自己株式11,037千株を保有しておりますが、議決権がないため、上記の大株主及び当社への出資状況よ

り除外しております。 

 



 

－  － 
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(2) 会 社 役 員 の 状 況 

① 取締役及び監査役の状況（平成21年３月31日現在） 

地 位 氏 名 担 当 及 び 他 の 法 人 等 の 代 表 状 況 等 

代表取締役会長 内 田  勲  

代表取締役社長 海 堀 周 造  

取 締 役 八 木 和 則 専務執行役員 経営管理本部長 

取 締 役 木 村 和 彦 専務執行役員 ＡＴＥ事業部長 

取 締 役 三奈木 輝 良
専務執行役員 海外事業部長、 
Yokogawa Electric International Pte.Ltd. Managing Director 

取 締 役 藤 井  隆 常務執行役員 ソリューション事業部長 

取 締 役 山 本 順 二 常務執行役員 コーポレート・マーケティング本部長 

取 締 役 内 藤 正 久 財団法人日本エネルギー経済研究所 理事長 

取 締 役 棚 橋 康 郎  

常 勤 監 査 役 内 海 岱 基  

常 勤 監 査 役 小 柳 敬 史  

監 査 役 引 馬  滋 有限責任中間法人 ＣＲＤ協会 代表理事 

監 査 役 池 田 輝 彦 みずほ信託銀行株式会社 取締役会長 

監 査 役 壱 岐 浩 一 株式会社第一ビルディング 代表取締役社長 

 （注）１．取締役 内藤正久氏及び棚橋康郎氏は、社外取締役であります。 

２．監査役 引馬 滋氏、池田輝彦氏及び壱岐浩一氏は、社外監査役であります。 

３．決算期後、平成21年４月１日付の組織変更に伴い、次のとおり取締役の担当に変更がありました。 

地 位 氏 名 担 当 

取 締 役 三奈木 輝 良 専務執行役員 ＩＡ事業部長 

取 締 役 藤 井  隆 常務執行役員 ソリューション営業本部長 

取 締 役 山 本 順 二 常務執行役員 経営企画本部長 

 



 

－  － 
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② 事業年度中に退任した取締役及び監査役 

氏 名 退 任 日 退任事由 退任時の地位・担当及び他の法人等の代表状況等 

成 松  洋 平成20年６月26日 任期満了
取締役 
クインタイルズ・トランスナショナル・
ジャパン株式会社 代表取締役社長 

溝 口 文 雄 平成20年６月26日 任期満了 常勤監査役 

櫻 井 孝 頴 平成20年６月26日 任期満了
社外監査役 
第一生命保険相互会社 相談役 

橋 本  徹 平成20年６月26日 任期満了
社外監査役 
ドイツ証券株式会社 取締役会長 

 
③ 取締役及び監査役に支払った報酬等の総額 

取締役 10名   ６億64百万円 
監査役 ８名     99百万円 
（うち社外役員 ７名 54百万円） 

 （注）１．上記には、平成20年６月26日開催の第132回定時株主総会終結の時をもって退任した取締役１名及び

監査役３名（うち社外監査役２名）を含んでおります。 

２．取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。 

３．取締役の報酬限度額は、平成19年６月27日開催の第131回定時株主総会において年額12億円以内（但

し、使用人分給与は含まない。）と決議いただいております。 

４．監査役の報酬限度額は、平成16年６月25日開催の第128回定時株主総会において年額１億50百万円以

内と決議いただいております。 

 
④ 社外役員に関する事項 

ⅰ 他の会社との兼任状況（他の会社の業務執行者である場合）及び当社と当
該他の会社との関係 

・ 監査役 池田輝彦氏は、みずほ信託銀行株式会社の取締役会長を兼務し
ております。なお、当社は、みずほ信託銀行株式会社との間に銀行取引
上の関係があります。 

 
ⅱ 他の会社の社外役員の兼任状況 
・ 取締役 内藤正久氏は、日本工営株式会社及びエスペック株式会社の社

外取締役であります。 
・ 取締役 棚橋康郎氏は、株式会社インターネットイニシアティブ及び株

式会社村田製作所の社外取締役であります。 
・ 監査役 引馬 滋氏は、株式会社ジャスダック証券取引所の社外取締役

であります。 
・ 監査役 池田輝彦氏は、株式会社エフエム東京の社外監査役であります。 



 

－  － 
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ⅲ 当事業年度における主な活動状況 

氏 名 地 位 主 な 活 動 状 況 

内 藤 正 久 社 外 取 締 役

当期開催の取締役会14回のうち13回に出席し、必要
に応じ、主にグローバル企業における社外取締役な
どの豊富な経験に基づく高い見識から発言を行って
おります。 

棚 橋 康 郎 社 外 取 締 役

当期開催の取締役会14回のうち12回に出席し、必要
に応じ、主にわが国の基幹産業における経営者とし
ての高い見識と新事業の立上げ・展開の経験に基づ
く広い視野から発言を行っております。 

引 馬  滋 社 外 監 査 役

当期開催の取締役会14回のうち14回に、また、監査
役会16回のうち16回に出席し、必要に応じ、主に企
業財務・会計に関する深い知識と洞察力及び豊富な
経験に基づく高い見識から発言を行っております。

池 田 輝 彦 社 外 監 査 役

平成20年６月26日の就任後開催された取締役会10回
のうち９回に、また、監査役会10回のうち８回に出
席し、必要に応じ、主に経験豊富な経営者の観点及
び経済界における幅広い活動に基づく高い見識から
発言を行っております。 

壱 岐 浩 一 社 外 監 査 役

平成20年６月26日の就任後開催された取締役会10回
のうち10回に、また、監査役会10回のうち10回に出
席し、必要に応じ、主に経験豊富な経営者の観点及
び人財マネジメントに関する高い見識から発言を
行っております。 

 
ⅳ 責任限定契約の内容の概要 
 当社と社外取締役及び社外監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づ
き、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。
当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、社外取締役、社外監査役ともに
1,500万円又は法令が定める額のいずれか高い額としております。 

 
(3) 会計監査人の状況 
① 名 称  監査法人トーマツ 

 
② 報 酬 等 の 額 

 支 払 額 

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 １億35百万円 

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の
財産上の利益の合計額 １億97百万円 

 （注）当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監査報酬
等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る報酬等の額にはこれらの
合計額を記載しております。 



 

－  － 
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③ 非監査業務の内容 
 監査法人トーマツに対し、内部統制プロジェクトにおける助言・指導業務を
委託した対価です。 

 
④ 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針 
 当社は、会社法第340条に定める監査役会による会計監査人の解任のほか、
原則として、会計監査人が職務を適切に遂行することが困難と認められる場合
には、監査役会の同意又は請求により、会計監査人の解任又は不再任に関する
議案を株主総会に提案いたします。 

 
⑤ 重要な連結子会社の監査 

Yokogawa Europe B.V. 、 Yokogawa Electric Asia Pte.Ltd. 、 Yokogawa 
Engineering Asia Pte.Ltd.、Yokogawa Middle East B.S.C.(c)、横河電機
（蘇州）有限公司、横河電機（中国）有限公司は、当社の会計監査人以外の監
査法人（外国における当該資格に相当する資格を有するもの）の監査を受けて
おります。 

 
(4) 取締役の職務の執行が法令・定款に適合することを確保するための体制 

その他株式会社の業務の適正を確保するための体制 
 当社は、以下を平成21年４月28日開催の取締役会にて決議しました。 

取締役の職務の執行が法令・定款に適合することを確保するための体制 
その他株式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして法務省令で
定める体制 
 

 会社法第362条第４項第６号、会社法施行規則第100条第１項及び同第３項に基
づき、以下の通り、内部統制システムを整備しています。 
① 取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 
・コンプライアンスの基本原則を、『YOKOGAWAグループ企業行動規範』として
定めています。取締役は、これを率先し、企業倫理の遵守と浸透にあたって
います。 

・グループを横断するコンプライアンス体制の整備及び問題点の把握・対処の
ために、企業倫理・ＣＳＲ部を設置しています。 

・取締役会における意思決定は、『取締役会規程』『意思決定規程』に基づい
て行っています。社外取締役を含む各取締役は、取締役会を構成する取締役
として、業務執行に関する監督責任を負っています。社外監査役を含む監査
役は、取締役の職務の執行に対して、『監査役監査基準』『監査役会規則』
に基づく監査役監査を実施しています。 
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② 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 
・『取締役会規程』『意思決定規程』に基づき、取締役会における審議の充実
と、経営会議などの取締役会以外の意思決定機関への権限委譲を図っていま
す。 

・全社的な経営目標を定め、目標達成のための取り組みをレビューしています。
中長期的な経営目標については、『新長期経営構想VISION-21＆ACTION-21』
のマイルストーンとして定め、変革に向けた課題解決の活動を展開していま
す。単年度の経営目標については、組織毎に四半期単位でレビューし、年間
目標の達成に向けた活動を展開しています。取締役会は、これらの経営目標
の達成状況の報告を受け、効率化を阻害する要因を排除・低減するなどの活
動を指示し、目標達成に向けて全社としての効率性を追求する仕組みを展開
しています。また、経営目標の達成状況をリアルタイムで把握・報告・活用
するために、経営情報システムの整備に努めています。 

 
③ 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 
・『取締役会規程』『伝達ならびに文書管理規程』『文書管理規則』に基づき、
議事録及び保存すべき情報に関するルールと管理体制を定めています。 

・『秘密保持規程』『インサイダー取引防止に関する規程』に基づき、情報の
機密性の区分に関するルールと管理体制を定めています。また、グループで
業務に従事する者に対して、秘密保持に関する誓約を求めています。 

 
④ 使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 
・グループで業務に従事する者が取るべき行動を、『YOKOGAWAグループコンプ
ライアンスガイドライン』として定めています。この中で、反社会的勢力と
は一切係わり合いを持たず毅然とした対応を取ることを定めています。 

・代表取締役社長が法令等遵守の重要性を繰り返し伝えるとともに、企業倫
理・ＣＳＲ部が中心となってコンプライアンスに関する教育を展開していま
す。 

・グループで業務に従事する者には、コンプライアンス違反行為、または違反
の恐れがあると疑われる行為を認識した場合に、内部通報義務があることを
『内部通報・相談規則』として定めています。また、そのための内部通報窓
口を設置しています。 

・コンプライアンスの徹底状況について、企業倫理・ＣＳＲ部がモニタリング
を実施し、重要な事項は、取締役会及び監査役に報告しています。 

 
⑤ 当該株式会社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の

適正を確保するための体制 
・グループにおける業務の適正を確保するための体制として、『YOKOGAWAグ
ループ内部統制システム』を整備しています。『企業倫理システム』、『意
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思決定システム』、『品質マネジメントシステム』、『労務管理システム』、
『環境・安全衛生マネジメントシステム』、『情報セキュリティマネジメン
トシステム』、『輸出管理システム』、『財務報告システム』、『危機管理
システム』、及び、『監査役監査の環境整備』からなる10の展開システムご
とに責任部署を定め、グループを横断する規程を定めています。重要な事項
については、取締役会及び監査役に報告しています。 

・特に、財務報告の信頼性の確保の面では、『財務報告システム』において、
経理業務の適正を確保するために、『グループ経理規程』を定め、グループ
各社の経理業務を統制しています。また、金融商品取引法に基づく内部統制
報告制度に対応するために、財務報告に係る内部統制の整備状況と運用状況
に対する評価と開示の体制を整備しています。 

・『YOKOGAWAグループ内部統制システム』の有効性に関する内部監査は、『グ
ループ経営監査規程』に基づき、経営監査部が実施し、重要な事項は、取締
役会及び監査役に報告しています。 

・監査役は、グループ会社における重要事項の決定について、直接または当該
グループ会社の監査役から情報を入手し、確認することができることとして
います。 

 
⑥ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制 
・グループにおける業務の適正を確保するための体制として、『YOKOGAWAグ
ループ内部統制システム』を整備し、内部統制部がリスク管理部署として、
リスクを抽出・分析し、改善を提言するとともに、重要な事項は、取締役会
及び監査役に報告しています。 

・危機事象に対する対応を、『危機管理規程』として定めています。代表取締
役社長が危機管理本部長として、危機事象が発生した時の情報伝達と指揮命
令を統制し、人的な安全の確保及び経済的な損失の最小化を図ります。 

 
⑦ 取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告

に関する体制 
・取締役及び使用人は、以下に定める事項を監査役に報告することとしていま
す。 
(a) 法令・定款違反に関する事項 
(b) 内部監査の状況及びリスク管理に関する重要な事項 
(c) 会社に著しい損害を及ぼす恐れがある事項 
(d) 意思決定に関する重要な事項 
(e) 経営状況に関する重要な事項 
(f) 内部通報制度による通報状況に関する事項 
(g) その他、コンプライアンスに関する重要な事項 
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⑧ その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 
・代表取締役社長、経営監査本部長、経営監査部、企業倫理・ＣＳＲ部、会計
監査人との定期的な意見交換の場を提供しています。また、取締役、重要な
使用人からヒアリングを実施できる機会と環境を提供しています。 

・必要に応じて、外部の専門家を任用することができることとしています。 
 

⑨ 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該
使用人に関する事項 

・監査役室を設置し、専任者を含む人員を置いています。 
 

⑩ 前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項 
・監査役室の人員に関する人事異動は、監査役に事前に了解を求めています。 
・監査役室の人員に関する人事評価は、監査役会が指名する監査役が行うこと
としています。 

 
(5) 会社の支配に関する基本方針 
① 基 本 方 針 の 内 容 

 当社は、企業理念を「YOKOGAWAは 計測と制御と情報をテーマに より豊か
な人間社会の実現に貢献する」「YOKOGAWA人は 良き市民であり 勇気をもっ
た開拓者であれ」と定め、産業社会へのさらなる貢献を目指してまいりました。
この理念のもとに、中長期的な視点から企業活動を健全に継続し、企業価値を
最大化することが企業としての使命であると考え、長期経営構想VISION-21＆
ACTION-21を掲げて、「健全で利益ある経営」の実現を目指しております。 
 この経営構想に基づき、制御事業、計測機器事業、新事業などのポートフォ
リオをバランスよく持つことで、事業リスクを勘案しながら成長戦略を推進し、
企業価値の向上に向けた中長期的な取り組みを展開しております。 
 当社は、公開会社である株式会社の支配権の移転を伴う提案についての判断
は、最終的には株主全体の意思に基づき行われるべきものと考えております。
また、公開会社として当社株式の自由な売買が認められている以上、特定の者
の大規模な買付行為に応じて当社株式を売却するか否かは、最終的には株主の
判断に委ねられるべきものと考えております。 
 しかしながら、企業買収の中には、対象会社の企業価値・株主共同の利益に
資さないものも想定されます。 
 当社が今後も持続的に企業価値を維持・向上させていくためには、当社の経
営資源や人的資源、顧客との信頼関係、事業の将来性や潜在的価値など、当社
の企業価値を構成する様々な要因とその有機的な結合によってもたらされる総
合的な価値を理解し、これらを活かしていくことが必要です。従って、当社は、
当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者は、当社が今後も持続的に企業
価値を維持・向上させていくことを可能とする者である必要があると考えてい
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ます。一方、外部者から買収の提案を受けた場合には、当社の企業価値を構成
する様々な要因を株主の皆様に適切に把握いただいたうえで、当該買付行為が
当社の企業価値ひいては株主共同の利益に与える影響等を判断していただく必
要があります。 
 こうした事情に鑑み、当社は、当社株式の大量取得行為が発生した場合に、
買付に応じるべきか否かを株主の皆様が適切に判断できると同時に、当社取締
役会が株主の皆様に代替案を提示するために必要な情報と時間を確保すること
で、当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益に反する行為を抑止する
ための枠組みが必要であると考えます。 

 
② 基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が

支配されることを防止するための取組み＜買収防衛策＞ 
 当社は、平成19年４月26日開催の取締役会において、「当社株式の大量取得
行為に関する対応策（買収防衛策）」（以下「本プラン」といいます。）の導
入について決議し、平成19年６月27日開催の当社第131回定時株主総会におい
て議案として上程し、承認をいただいております。本プランの概要は以下のと
おりです。なお、本プランの全文は、インターネット上の当社ホームページの
平成19年４月26日付プレスリリース「当社株式の大量取得行為に関する対応策
（買収防衛策）の導入について」（当社ホームページアドレス：
（ http://www.yokogawa.co.jp/cp/press/2007/pr-press-2007-0426-ja.htm ）
に掲載しております。 
ⅰ 本プランの概要 
(a) 本プランの発動に係る手続の設定 
 本プランは、当社の株券等に対する買付その他これに類似する行為又は
その提案（以下「買付等」といいます。）が行われる場合に、買付等を行
う者又はその提案者（以下併せて「買付者等」といいます。）に対し、事
前に当該買付等に関する情報の提供を求め、当該買付等についての情報収
集・検討等を行う期間を確保し、また、株主の皆様に当社取締役会の計画
や代替案等を提示するなど、買付者等との交渉等を行う場合の手続を定め
ています。 

(b) 新株予約権無償割当ての利用 
 買付者等の行為が、当社の企業価値・株主共同の利益を害するおそれが
あると認められる場合には、当社は、当社取締役会決議により、買付者等
が権利行使できない新株予約権を当社取締役会が定める一定の日における
全ての株主に対して保有割合１株につき１個無償で割当てます。新株予約
権１個当たりの目的となる株式の数は、新株予約権１個につき0.5～１株
の間で取締役会が決定いたします。（以下これにより割当てられる新株予
約権を「本新株予約権」といいます。） 
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(c) 取締役の恣意的判断を排除するための独立委員会の利用 
 本プランの導入にあたり、取締役の恣意的判断を排除し、株主の皆様の
ために、本プランの発動及び廃止等の運用に際しての実質的な判断を客観
的に行う機関として、独立委員会を設置しています。独立委員会は、当社
社外取締役、社外監査役及び社外の有識者の中から選任されます。なお当
初の独立委員会は、独立性の高い社外取締役２名、社外監査役１名及び有
識者２名の計５名により構成されています。 
＜独立委員会メンバー＞ 
・社外取締役：内藤正久（財団法人日本エネルギー経済研究所理事長） 
・社外取締役：棚橋康郎（新日鉄ソリューションズ株式会社相談役） 
・社外監査役：引馬 滋（有限責任中間法人ＣＲＤ協会代表理事） 
・有 識 者：若杉敬明（東京経済大学経営学部教授） 
・有 識 者：中村直人（中村･角田･松本法律事務所パートナー弁護士） 

(d) 本新株予約権の行使及び当社による本新株予約権の取得 
 本プランに従って本新株予約権の無償割当てがなされ、買付者等以外の
株主の皆様により本新株予約権が行使された場合、又は当社による本新株
予約権の取得と引き換えに、買付者等以外の株主の皆様に対して当社株式
が交付された場合、当該買付者等の有する当社株式の議決権割合は約２分
の１まで希釈化される可能性があります。 

 
ⅱ 本プランの発動に係る手続 
(a) 対象となる買付等 
 当社は、本プランに基づき、以下又はに該当する買付等がなされた
ときに、本プランに定める手続に従い本新株予約権の無償割当てを実施い
たします。 
 当社が発行者である株券等について、保有者の株券等保有割合が20％

以上となる買付等 
 当社が発行者である株券等について、公開買付に係る株券等の株券等

所有割合及びその特別関係者の株券等所有割合の合計が20％以上とな
る公開買付 

(b) 買付者等に対する情報提供の要求 
 当社は、前記ⅱ(a)に定める買付等を行う買付者等に対し、当社取締役
会が友好的買付であると認めた場合を除き、当社の定める書式による、当
該買付者等が買付等に際して本プランに定める手続を遵守する旨の誓約文
言等を日本語で記載した書面（以下「買付説明書」といいます。）及び当
社の定める書式による、下記の各号に定める買付者等の買付内容の検討に
必要な日本語で作成された情報（以下「本必要情報」といいます。）に関
する質問書を、速やかに送付します。 
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 買付者等には、買付等の実行に先立ち、原則として、買付説明書及び本
必要情報を、買付者等が当社からのこれらの送付資料を受領した日から起
算して、10営業日以内に当社取締役会宛てに提出していただきます。なお、
当社取締役会は、買付説明書及び本必要情報を受領後速やかに独立委員会
に送付します。 
 独立委員会は、提出された買付説明書及び本必要情報が不十分であると
判断した場合には、買付者等に対し、適宜回答期限を定めた上、自ら又は
当社取締役会等を通じて本必要情報を追加的に提出するよう求めることが
あります。この場合、買付者等においては、当該期限までに、本必要情報
を追加的に提供していただきます。 

 
ⅲ 本プランの合理性 
(a) 買収防衛策に関する指針の要件を完全に充足していること 
 本プランは、経済産業省及び法務省が平成17年５月27日に発表した「企
業価値・株主共同の利益の確保又は向上のための買収防衛策に関する指
針」の定める三原則を完全に充足しています。 

(b) 株主意思を重視するものであること（サンセット条項） 
 本プランの有効期間は、平成21年３月期に関する定時株主総会の終結の
時までの２年間といたします。また、有効期間の満了前であっても、株主
総会また取締役会の決議によって本プランを廃止することができます。 

(c) 独立性の高い社外取締役等の判断の重視と情報開示 
 独立委員会によって、取締役が恣意的に本プランの発動を行うことのな
いよう、厳しく監視するとともに、独立委員会の判断の概要については株
主の皆様に情報開示するものとし、当社の企業価値・株主共同の利益に資
するべく本プランの透明な運営が行われる仕組みを確保しています。 

(d) 合理的な客観的要件の設定 
 本プランは、合理的な客観的要件が充足されなければ発動されないよう
に設定されており、当社取締役会による恣意的な発動を防止するための仕
組みを確保しています。 

(e) 第三者専門家の意見の取得 
 独立委員会は、当社の費用で、独立した第三者（ファイナンシャル・ア
ドバイザー、公認会計士、弁護士、コンサルタントその他の専門家）の助
言を得ることができることとしています。これにより、独立委員会による
判断の公正さ・客観性がより強く担保される仕組みとしております。 

(f) デッドハンド型やスローハンド型の買収防衛策でないこと 
 本プランは、当社の株主総会で選任された取締役で構成される取締役会
により、いつでも廃止することができるものとされており、新しい株主構
成のもとで選任された取締役で構成される取締役会によって、本プランを
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廃止することが可能です。 
 従って、本プランは、デッドハンド型買収防衛策（取締役会の構成員の
過半数を交替させてもなお、発動を阻止できない買収防衛策）ではありま
せん。また、当社は、取締役任期を１年とし、期差任期制を採用していな
いため、本プランはスローハンド型（取締役の交替を一度に行うことがで
きないため、その発動を阻止するのに時間がかかる買収防衛策）でもあり
ません。 

 
 （注）なお、当社は、本年４月28日開催の取締役会において「会社の支配に関する基本方針」及び「会社の

支配に関する基本方針の実現に資する取組み」を改めて決議いたしました。 

また、本プランについては、本年６月29日開催予定の当社第133回定時株主総会の終結時をもって有

効期間が満了することとなりますので、本プランに所要の変更を行ったうえ、これを継続導入するた

めの議案を同株主総会に付議することを予定しております。 

 



 

－  － 
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貸 借 対 照 表 
 

（平成21年３月31日現在） （単位：百万円）

 科 目 金 額 科 目 金 額 

負 債 の 部  

流 動 負 債  

支 払 手 形 221 

買 掛 金 17,805 

短 期 借 入 金 2,913 

一年内返済予定長期借入金 176 

コ マ ー シ ャ ル ペ ー パ ー 10,000 

未 払 金 11,452 

未 払 費 用 3,617 

未 払 法 人 税 等 215 

前 受 金 834 

預 り 金 447 

賞 与 引 当 金 3,422 

そ の 他 2,220 

流 動 負 債 合 計 53,326 

固 定 負 債  

長 期 借 入 金 101,526 

長 期 未 払 金 5,952 

そ の 他 3,923 

固 定 負 債 合 計 111,402 

負 債 合 計 164,728 

純 資 産 の 部  

株 主 資 本  

資 本 金 43,401 

資 本 剰 余 金 50,152 

資 本 準 備 金 46,350 

そ の 他 資 本 剰 余 金 3,802 

利 益 剰 余 金 56,897 

利 益 準 備 金 5,372 

そ の 他 利 益 剰 余 金 51,524 

退 職 積 立 金 1,255 

配 当 準 備 積 立 金 1,235 

固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 1,485 

別 途 積 立 金 11,783 

繰 越 利 益 剰 余 金 35,765 

自 己 株 式 △ 10,978 

株 主 資 本 合 計 139,472 

評 価 ・ 換 算 差 額 等  

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 2 

評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計 2 

資 産 の 部 
流 動 資 産 

現 金 及 び 預 金 
受 取 手 形 
売 掛 金 
商 品 及 び 製 品 
仕 掛 品 
原 材 料 及 び 貯 蔵 品 
前 渡 金 
前 払 費 用 
短 期 貸 付 金 
未 収 入 金 
そ の 他 
貸 倒 引 当 金 

流 動 資 産 合 計 
固 定 資 産 
有 形 固 定 資 産 

建 物 
構 築 物 
機 械 及 び 装 置 
車 両 運 搬 具 
工 具 器 具 及 び 備 品 
土 地 
リ ー ス 資 産 
建 設 仮 勘 定 

有 形 固 定 資 産 合 計 
無 形 固 定 資 産 

の れ ん 
特 許 権 
借 地 権 
ソ フ ト ウ ェ ア 
ソ フ ト ウ ェ ア 仮 勘 定 
そ の 他 

無 形 固 定 資 産 合 計 
投 資 そ の 他 の 資 産 

投 資 有 価 証 券 
関 係 会 社 株 式 
出 資 金 
関 係 会 社 出 資 金 
従 業 員 長 期 貸 付 金 
関 係 会 社 長 期 貸 付 金 
長 期 前 払 費 用 
差 入 敷 金 保 証 金 
長 期 金 融 資 産 
そ の 他 
貸 倒 引 当 金 

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計 
固 定 資 産 合 計 

35,547
515

50,752
7,101
2,899
2,608
475

1,080
30,647
5,217
412

△   22
137,236

35,026
1,398
6,246

2
3,791
11,531

62
1,874
59,933

504
60
652

8,227
16,332

62
25,839

25,723
31,562

5
13,003

10
7,117
442

1,260
6,718
702

△ 5,352
81,193
166,966 純 資 産 合 計 139,474 

資 産 合 計 304,203 負 債 純 資 産 合 計 304,203 
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損 益 計 算 書 
自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日 

 （単位：百万円）
 科 目 金 額 

売 上 高  
製 品 売 上 高 184,872 

売 上 原 価  
期 首 製 品 た な 卸 高 5,241  
当 期 製 品 製 造 原 価 138,099  
他 勘 定 か ら 振 替 高 1,043  
合 計 144,384  
他 勘 定 へ 振 替 高 486  
期 末 製 品 た な 卸 高 5,934 137,962 
売 上 総 利 益 46,910 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 58,487 
営 業 損 失 （△） △ 11,577 

営 業 外 収 益  
受 取 利 息 231  
有 価 証 券 利 息 8  
受 取 配 当 金 13,039  
諸 施 設 賃 貸 収 益 1,604  
雑 益 390 15,273 

営 業 外 費 用  
支 払 利 息 1,148  
寄 附 金 105  
諸 施 設 賃 貸 費 用 1,448  
損 害 賠 償 金 159  
為 替 差 損 1,238  
外 国 源 泉 税 529  
雑 損 1,217 5,847 
経 常 損 失 （△） △ 2,151 

特 別 利 益  
固 定 資 産 売 却 益 7  
投 資 有 価 証 券 売 却 益 1,570  
国 庫 補 助 金 500  
関 係 会 社 貸 倒 引 当 金 繰 戻 益 415  
そ の 他 225 2,718 

特 別 損 失  
固 定 資 産 除 却 損 419  
減 損 損 失 1,025  
関 係 会 社 生 産 設 備 減 損 損 失 補 償 費 用 626  
投 資 有 価 証 券 評 価 損 4,809  
関 係 会 社 株 式 評 価 損 1,463  
事 業 再 編 損 2,329  
販 売 用 ソ フ ト ウ ェ ア 評 価 損 701  
そ の 他 747 12,123 

税 引 前 当 期 純 損 失 （△） △ 11,555 
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 46  
法 人 税 等 調 整 額 28,441 28,487 
当 期 純 損 失 （△） △ 40,043 
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株主資本等変動計算書 
自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日 

（単位：百万円） 

    
 株主資本   
 資本金   
 前期末残高  43,401 
 当期末残高  43,401 
 資本剰余金   
 資本準備金   
 前期末残高  46,350 
 当期末残高  46,350 
 その他資本剰余金   
 前期末残高  3,812 
 当期変動額   
 自己株式の処分  △   9 
 当期変動額合計  △   9 
 当期末残高  3,802 
 資本剰余金合計   
 前期末残高  50,162 
 当期変動額   
 自己株式の処分  △   9 
 当期変動額合計  △   9 
 当期末残高  50,152 
 利益剰余金   
 利益準備金   
 前期末残高  5,372 
 当期末残高  5,372 
 その他利益剰余金   
 退職積立金   
 前期末残高  1,255 
 当期末残高  1,255 
 配当準備積立金   
 前期末残高  1,235 
 当期末残高  1,235 
 特別償却準備金   
 前期末残高  0 
 当期変動額   
 特別償却準備金の取崩  △   0 
 当期変動額合計  △   0 
 当期末残高  － 
 固定資産圧縮積立金   
 前期末残高  1,556 
 当期変動額   
 固定資産圧縮積立金の取崩  △   70 
 当期変動額合計  △   70 
 当期末残高  1,485 
 別途積立金   
 前期末残高  11,783 
 当期末残高  11,783 
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（単位：百万円） 

    
 繰越利益剰余金   
 前期末残高  79,858 
 当期変動額   
 特別償却準備金の取崩  0 
 固定資産圧縮積立金の取崩  70 
 剰余金の配当  △ 4,121 
 当期純損失（△）  △ 40,043 
 当期変動額合計  △ 44,093 
 当期末残高  35,765 
 利益剰余金合計   
 前期末残高  101,061 
 当期変動額   
 剰余金の配当  △ 4,121 
 当期純損失（△）  △ 40,043 
 当期変動額合計  △ 44,164 
 当期末残高  56,897 
 自己株式   
 前期末残高  △ 10,985 
 当期変動額   
 自己株式の取得  △   10 
 自己株式の処分  17 
 当期変動額合計  6 
 当期末残高  △ 10,978 
 株主資本合計   
 前期末残高  183,639 
 当期変動額   
 剰余金の配当  △ 4,121 
 当期純損失（△）  △ 40,043 
 自己株式の取得  △   10 
 自己株式の処分  7 
 当期変動額合計  △ 44,167 
 当期末残高  139,472 
 評価・換算差額等   
 その他有価証券評価差額金   
 前期末残高  2,908 
 当期変動額   
 株主資本以外の項目の事業年度中の変動額（純額）  △ 2,905 
 当期変動額合計  △ 2,905 
 当期末残高  2 
 繰延ヘッジ損益   
 前期末残高  2 
 当期変動額   
 株主資本以外の項目の事業年度中の変動額（純額）  △   2 
 当期変動額合計  △   2 
 当期末残高  － 
 評価・換算差額等合計   
 前期末残高  2,910 
 当期変動額   
 株主資本以外の項目の事業年度中の変動額（純額）  △ 2,908 
 当期変動額合計  △ 2,908 
 当期末残高  2 
 純資産合計   
 前期末残高  186,550 
 当期変動額   
 剰余金の配当  △ 4,121 
 当期純損失（△）  △ 40,043 
 自己株式の取得  △   10 
 自己株式の処分  7 
 株主資本以外の項目の事業年度中の変動額（純額）  △ 2,908 
 当期変動額合計  △ 47,075 
 当期末残高  139,474 
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個別注記表 
Ⅰ．重要な会計方針に係る事項 

１．資産の評価基準及び評価方法 
(1) 有 価 証 券 

① 満期保有目的債券        償却原価法（定額法）によっています。 
② 子会社株式及び関連会社株式   移動平均法による原価法によっています。 
③ その他有価証券 

・時価のあるもの         決算日の市場価格等に基づく時価法によっています。（評
価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動
平均法により算定しています。） 

・時価のないもの         移動平均法による原価法によっています。 
(2) デリバティブ          時価法によっています。 
(3) た な 卸 資 産 

① 製品、仕掛品         個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基
づく簿価切下げの方法）によっています。 

② 半製品、原材料         総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に
基づく簿価切下げの方法）によっています。 

③ 貯 蔵 品         最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は収益性の
低下に基づく簿価切下げの方法）によっています。 

２．固定資産の減価償却の方法 
(1) 有形固定資産 

（リース資産を除く） 
定率法によっています。 
但し、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設
備を除く）については定額法を採用しています。 
なお、主な耐用年数は以下のとおりです。 
建物：３年～50年  機械及び装置：４年～７年 

(2) 無形固定資産 
（リース資産を除く） 

定額法によっています。 
但し、自社利用のソフトウェアについては、社内における
利用可能期間（５年間）に基づく定額法を採用していま
す。 

(3) リ ー ス 資 産          リース期間を耐用年数とした定額法によっています。 
なお、残存価額については、リース契約上に残価保証の取
決めがあるものは当該残価保証額とし、それ以外のものは
零としています。 
また、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、
リース取引開始日が平成20年３月31日以前のリース取引に
ついては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理
によっています。 

３．引当金の計上基準 
(1) 貸 倒 引 当 金          債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権について
は個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上して
います。 

(2) 賞 与 引 当 金          従業員に対して支給する賞与に充てるため、翌期支給見込
額の当期負担分を計上しています。 

４．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 
 外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理し
ています。 

５．ヘッジ会計の方法 
(1) ヘッジ会計の方法         繰延ヘッジ処理によっています。なお、為替予約及び通貨

スワップについては振当処理の要件を満たしている場合は
振当処理を、金利スワップについては特例処理の要件を満
たしている場合は特例処理を採用しています。 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象      外貨建の貸付金の為替変動リスクをヘッジするために為替
予約又は通貨スワップを、借入金等の金利変動リスクを
ヘッジするために金利スワップを利用しています。 
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(3) ヘ ッ ジ 方 針          主に為替変動リスク及び金利変動リスクを回避するために
デリバティブ取引を利用することを基本方針としています。 

(4) ヘッジ有効性評価の方法      為替予約取引及び通貨スワップ取引については、当該取引
とヘッジ対象となる資産に関する重要な条件が同一であり、
ヘッジ開始時及びその後も継続して相場変動又は、キャッ
シュ・フロー変動を相殺するものであることが事前に想定
されるため、有効性の評価は省略しています。 
また、金利スワップ取引については、特例処理の要件を満
たしているためヘッジの有効性の評価を省略しています。 

６．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
消費税等の会計処理         税抜方式によっています。 

７．会計方針の変更 
（棚卸資産の評価に関する会計基準） 
 通常の販売目的で保有する棚卸資産については、従来、主として個別法による原価法によっていま
したが、当事業年度より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号 平成18年７月
５日）を適用し、主として個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿
価切下げの方法）により算定しています。この適用による損益への影響は軽微です。 
（リース取引に関する会計基準） 
 所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処
理によっていましたが、当事業年度より「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号（平
成５年６月17日（企業会計審議会第一部会）、平成19年３月30日改正））及び「リース取引に関する
会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第16号（平成６年１月18日（日本公認会計士協会 会
計制度委員会）、平成19年３月30日改正））を適用し、通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理
によっています。この適用による損益への影響はありません。 

８．表示方法の変更 
（貸借対照表） 
 前事業年度において「製品」 「半製品」として掲記されていたものは、当事業年度から「商品及
び製品」と一括して掲記しており、また、前事業年度において「原材料」 「貯蔵品」として掲記さ
れていたものは、当事業年度から「原材料及び貯蔵品」と一括して掲記しております。なお、当事業
年度に含まれる「製品」 「半製品」 「原材料」 「貯蔵品」は、それぞれ5,934百万円、1,166百万
円、2,334百万円、274百万円です。 
（損益計算書） 
 前事業年度において特別損失の「その他」に含めていた「関係会社株式評価損」は、重要性が増し
たため、当事業年度から区分掲記しております。なお、前事業年度の「関係会社株式評価損」は31百
万円です。 

 
Ⅱ．貸借対照表に関する注記 

１．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 
(1) 短期金銭債権 45,950百万円 
(2) 長期金銭債権 7,279百万円 
(3) 短期金銭債務 17,341百万円 
(4) 長期金銭債務 909百万円 

２．有形固定資産の減価償却累計額 81,326百万円 
３．保証債務 23,365百万円 
（うち債務保証    5,300百万円） 
（うち保証予約    17,052百万円） 
（その他（注）    1,012百万円） 
（注）その他の内容は、顧客のリース債務について、顧客のリース債務不履行時にその債務の保証に

要求される最高支払額830百万円、及び子会社のリース契約の保証181百万円です。 
４．コミットメントライン契約に係る借入金未実行残高等 

 コミットメントライン契約の総額 40,600百万円
 借入実行残高 ―百万円
 差引額 40,600百万円

５．売上債権遡求義務 
 売掛金及び受取手形の一部を、債権流動化の目的で譲渡しています。 
 その内、当社に遡求義務の及ぶ譲渡残高は、受取手形593百万円及び売掛金2,374百万円であります。 



 

－  － 
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Ⅲ．損益計算書に関する注記 
１．関係会社との取引高         関係会社との取引高は下記のとおりです。 

売 上 高 59,118百万円 
仕 入 高 102,244百万円 
営業取引以外の取引高 18,353百万円 

２．減 損 損 失 
 当事業年度において、以下の資産グループについて減損損失を計上しました。 

用 途 種 類 場 所 

事 業 用 資 産 建物、機械及び装置、工具器
具及び備品、ソフトウェア 

東京都武蔵野市 他 

除 却 予 定 資 産 建物、機械及び装置 東京都武蔵野市 

遊 休 資 産 
建物、構築物、機械及び装
置、工具器具及び備品、電話
加入権等 

東京都武蔵野市 他 

（資産種類ごとの減損損失の内訳） 

種 類 減 損 損 失 の 金 額 （百万円） 

建 物 289 

機 械 及 び 装 置 448 

工 具 器 具 及 び 備 品 625 

そ の 他 （ソ フ ト ウ ェ ア 等） 65 

合 計 1,428 

 上記金額のうち、中止事業に係る資産の減損損失403百万円（建物60百万円、機械及び装置338百万
円、工具器具及び備品３百万円、その他０百万円）を事業再編損として計上しています。 
（減損損失の認識に至った経緯） 
 事業用資産については、計測機器事業及び新事業その他の一部で収益性が悪化し、将来キャッ
シュ・フローが帳簿価額を下回っているため、回収可能価額まで減損し、減損損失1,276百万円を特
別損失に計上しました。 
・計測機器事業 

種 類 減 損 損 失 の 金 額 （百万円） 

建 物 95 

機 械 及 び 装 置 3 

工 具 器 具 及 び 備 品 618 

ソ フ ト ウ ェ ア 50 

・新事業その他 

種 類 減 損 損 失 の 金 額 （百万円） 

建 物 60 

機 械 及 び 装 置 438 

工 具 器 具 及 び 備 品 5 

ソ フ ト ウ ェ ア 等 3 



 

－  － 
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 除却予定資産については、本社設備の一部取壊し決定に伴い、減損損失７百万円を特別損失に計上
しました。 
 遊休資産については、将来の用途が定まっていないため、回収可能価額まで減損し、減損損失144
百万円を特別損失に計上しました。 
（グルーピングの方法） 
 事業用資産については、管理会計の区分に基づきグルーピングしています。 
 除却予定資産及び遊休資産については、個別物件単位でグルーピングをしています。 
（回収可能価額の算定方法等） 
 事業用資産及び遊休資産は、正味売却価額により測定しており、除却予定資産は、帳簿価額に基づ
き算定しています。 

３．事 業 再 編 損 
 事業再編損は、当社における中止事業について関係会社が所有する固定資産のうち、当社の事業責
任において負担すべき減損損失1,176百万円、たな卸資産の処分費用750百万円、及び固定資産の減損
損失403百万円を計上しています。 

 

Ⅳ．株主資本等変動計算書に関する注記 
自己株式の数に関する事項 

株 式 の 種 類 前事業年度末株式数(千株) 当事業年度増加株式数(千株) 当事業年度減少株式数(千株) 当事業年度末株式数(千株) 

普 通 株 式 (注) 11,040 14 17 11,037 

合 計 11,040 14 17 11,037 

 （注）１．普通株式の自己株式の株式数の増加14千株は、単元未満株式の買取りによるものです。 
２．普通株式の自己株式の減少17千株は、単元未満株式の売却によるものです。 

 
Ⅴ．税効果に関する注記 
１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

 繰延税金資産 
 関係会社株式出資金評価損 9,075百万円
 退職給付制度変更による未払金 3,157百万円
 投資有価証券出資金評価損 2,025百万円
 たな卸資産評価損 1,860百万円
 減損損失 1,725百万円
 賞与引当金 1,332百万円
 貸倒引当金 1,272百万円
 事業再編損 929百万円
 減価償却超過額 344百万円
 ゴルフ会員権評価損 268百万円
 繰越欠損金 16,860百万円
 その他 1,864百万円

 繰延税金資産小計 40,716百万円
 評価性引当額 △40,716百万円

 繰延税金資産合計 －百万円
  
 繰延税金負債 
 固定資産圧縮積立金 △ 1,019百万円

 繰延税金負債合計 △ 1,019百万円



 

－  － 
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２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主要な項目別の内訳 

 法定実効税率 40.7％

 （調整） 

 交際費等永久に損金に算入されない項目 △ 2.0％

 受取配当金等永久に益金に算入されない項目 17.2％

 繰延税金資産に対する評価性引当額 △302.2％

 住民税均等割額 △ 0.4％

 その他 0.2％

 税効果会計適用後の法人税等の負担率 △246.5％

 

Ⅵ．リースにより使用する固定資産に関する注記 

 所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が、平成20年３月31日以前のリー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており、その内容は次のとお

りです。 

 貸借対照表に計上したリースのほか、診療所医療設備、事務用大型コンピュータとその周辺機器及び

事務用機器の一部についてリース契約により使用しています。 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額 

   （単位：百万円）

 取 得 価 額 相 当 額 減価償却累計額相当額 期 末 残 高 相 当 額 

機 械 及 び 装 置 18 6 12 

車 両 運 搬 具 3 3 0 

工 具 器 具 及 び 備 品 331 150 180 

ソ フ ト ウ ェ ア 19 9 9 

合 計 373 170 203 

２．未経過リース料期末残高相当額 

 １ 年 内 61百万円 

 １ 年 超 141百万円 

 合 計 203百万円 

 （注）未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、支払利子込み法により算定しています。 

３．支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 76百万円 

減価償却費相当額 76百万円 

４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっています。 

（減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失はありません。 



 

－  － 
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Ⅶ．関連当事者との取引に関する注記 

関 係 内 容

属 性 会 社 等 の 名 称
資本金又は
出 資 金 

事 業 の 内 容
議決権等の所有
(被所有)割合 役 員 の

兼 任 等
事 業 上
の 関 係

取引の内容
取引金額 
(百 万 円) 

科 目 
期末残高
(百 万 円)

製品の仕入(注１) 47,782 買 掛 金 3,746

資金の貸付(注２)
利息の受取

8,431 
70 

短期貸付金 10,953

棚卸資産評価損
の補償（注３）

967 その他流動負債 967
子 会 社 

横河マニュファクチャ
リ ン グ 株 式 会 社

5,010 
百万円 

制 御 ・ 計 測
機 器 の 製 造

所有 
直接 100％

―
当社制御・
計測機器の
製 造

減損損失の補
償 （ 注 ３ ）

1,802 その他固定負債 1,802

子 会 社 
横河フィールドエンジ
ニアリング株式会社

300 
百万円 

制御・計測機器
の保守サービス

所有 
直接 100％

―
当社制御・計
測機器の保守
サ ー ビ ス

配当の受取 2,303 ― ―

子 会 社 
横河ソリューショ
ン ズ 株 式 会 社

100 
百万円 

制御機器・ソフトウェ
アの開発、販売、エン
ジ ニ ア リ ン グ

所有 
直接 100％

―

当社制御機器
の 開 発 、 販
売、エンジニ
アリング及び
当 社 ソ フ ト
ウ ェ ア の 開
発 、 販 売

資金の貸付(注２)
利息の受取

1,679 
11 

短期貸付金 
長期貸付金 

3,318
37

子 会 社 
横河エレクトロニクス・マニ
ファクチャリング株式会社

10 
百万円 

制 御 ・ 計 測
機 器 の 製 造

所有 
直接 100％

― ― 
資金の貸付(注２)
利息の受取

5,771 
49 

短期貸付金 
長期貸付金(注４) 

4,120
1,581

子 会 社 Yokogawa Europe B.V.
17,725 

千ユーロ 

制御・計測機器の製
造、販売、エンジニア
リ ン グ 、 サ ー ビ ス

所有 
直接 100％

１名

当社制御・計
測 機 器 の 製
造、販売、エ
ンジニアリン
グ、サービス

配当の受取 2,190 ― ―

子 会 社 
Yokogawa Europe 
Solutions B.V.

1,500 
千ユーロ 

制御機器の販売、
エ ン ジ ニ ア リ ン
グ 、 サ ー ビ ス

所有 
間接 100％

―

当社制御機器
の販売、エン
ジ ニ ア リ ン
グ、サービス

保証予約(注５) 5,859 ― ―

子 会 社 
Yokogawa Middle 
East B.S.C.(c)

2,481 
千バーレーン 
ディナール 

制御機器の販売、
エンジニアリング

所有 
直接 100％

―
当社制御機器
の販売、エン
ジニアリング

保証予約等(注５) 7,015 ― ―

上記の金額のうち、取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 
 （注）１．製品の仕入については、横河マニュファクチャリング株式会社の製造原価を基に協議の上決

定しております。 
２．資金の貸付については、市場金利を勘案して利率は合理的に決定しております。また、取引

金額はＣＭＳ（キャッシュ・マネジメント・システム）に係るものであり、月末平均残高を
記載しております。 

３．横河マニュファクチャリング株式会社が所有する棚卸資産及び固定資産について、当社の事
業責任において負担すべき損失金額を計上しています。 

４．横河エレクトロニクス・マニファクチャリング株式会社への貸付金に対し、1,581百万円の
貸倒引当金を計上しており、また、当事業年度において、44百万円貸倒引当金繰入額を計上
しております。 

５．子会社の金融機関からの借入金等に対して保証予約等を行っております。 
 
Ⅷ．１株当たり情報に関する注記 
１．１株当たり純資産額 541円47銭 
２．１株当たり当期純損失 155円46銭 

 
Ⅸ．重要な後発事象に関する注記 

 該当事項はありません。 



 

－  － 
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計算書類に係る会計監査報告 

 独立監査人の監査報告書  

 平成21年５月12日 

 横河電機株式会社  

 取締役会 御中  

 監 査 法 人 ト ー マ ツ  

 

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 菅 原 邦 彦 

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 海老原 一 郎 

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 渡 辺 雅 子 
  

 

  

当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、横河電機株式会社の平成

20年４月１日から平成21年３月31日までの第133期事業年度の計算書類、すなわち、貸借

対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書につい

て監査を行った。この計算書類及びその附属明細書の作成責任は経営者にあり、当監査法

人の責任は独立の立場から計算書類及びその附属明細書に対する意見を表明することにあ

る。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査

を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの

評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することを含んでい

る。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断してい

る。 

当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当

と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の

財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき

利害関係はない。 

以  上

 

 



 

－  － 
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連 結 貸 借 対 照 表 
 

（平成21年３月31日現在） （単位：百万円）

 科 目 金 額 科 目 金 額 

資 産 の 部 負 債 の 部  

流 動 負 債  

支 払 手 形 及 び 買 掛 金 28,886 

短 期 借 入 金 12,686 

未 払 法 人 税 等 1,892 

賞 与 引 当 金 8,841 

未 払 金 14,657 

そ の 他 46,163 

流 動 負 債 合 計 113,126 

固 定 負 債  

長 期 借 入 金 101,597 

繰 延 税 金 負 債 1,584 

退 職 給 付 引 当 金 3,192 

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 188 

長 期 未 払 金 9,427 

そ の 他 833 

固 定 負 債 合 計 116,824 

負 債 合 計 229,950 

純 資 産 の 部  

株 主 資 本  

資 本 金 43,401 

資 本 剰 余 金 50,345 

利 益 剰 余 金 97,134 

自 己 株 式 △ 10,978 

株 主 資 本 合 計 179,902 

評 価 ・ 換 算 差 額 等  

その他有価証券評価差額金 17 

年 金 負 債 調 整 額 △  384 

為 替 換 算 調 整 勘 定 △ 12,311 

評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計 △ 12,678 

少 数 株 主 持 分 3,783 

流 動 資 産 

現 金 及 び 預 金 

受 取 手 形 及 び 売 掛 金 

商 品 及 び 製 品 

仕 掛 品 

原 材 料 及 び 貯 蔵 品 

繰 延 税 金 資 産 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

流 動 資 産 合 計 

固 定 資 産 

有 形 固 定 資 産 

建 物 及 び 構 築 物 

機 械 装 置 及 び 運 搬 具 

工 具 器 具 及 び 備 品 

土 地 

リ ー ス 資 産 

建 設 仮 勘 定 

有 形 固 定 資 産 合 計 

無 形 固 定 資 産 

投 資 そ の 他 の 資 産 

投 資 有 価 証 券 

長 期 貸 付 金 

繰 延 税 金 資 産 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計 

固 定 資 産 合 計 

56,987

110,387

20,842

11,583

12,281

3,280

11,999

△ 2,931

224,431

57,405

14,925

7,436

18,828

464

2,654

101,715

29,713

31,111

79

2,908

11,581

△  580

45,099

176,528 純 資 産 合 計 171,008 

資 産 合 計 400,959 負 債 純 資 産 合 計 400,959 
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連 結 損 益 計 算 書 
自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日 

 （単位：百万円）
 科 目 金 額 

売 上 高 376,534 

売 上 原 価 253,005 

売 上 総 利 益 123,528 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 118,821 

営 業 利 益 4,707 

営 業 外 収 益  

受 取 利 息 209  

受 取 配 当 金 1,745  

持 分 法 に よ る 投 資 利 益 567  

雑 益 723 3,245 

営 業 外 費 用  

支 払 利 息 1,595  

為 替 差 損 3,452  

雑 損 2,629 7,678 

経 常 利 益 274 

特 別 利 益  

固 定 資 産 売 却 益 54  

投 資 有 価 証 券 売 却 益 1,428  

退 職 給 付 制 度 終 了 益 646  

国 庫 補 助 金 500  

そ の 他 640 3,270 

特 別 損 失  

固 定 資 産 売 却 損 22  

固 定 資 産 除 却 損 689  

減 損 損 失 1,846  

投 資 有 価 証 券 評 価 損 4,871  

事 業 再 編 損 2,521  

販 売 用 ソ フ ト ウ ェ ア 評 価 損 701  

そ の 他 2,292 12,945 

税 金 等 調 整 前 当 期 純 損 失 （△） △ 9,400 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 3,189 

法 人 税 等 還 付 金 （△） △   90 

法 人 税 等 調 整 額 25,611 

少 数 株 主 利 益 （控 除） 335 

当 期 純 損 失 （△） △ 38,446 
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連結株主資本等変動計算書 
自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日 

（単位：百万円） 

    
 株主資本   
 資本金   
 前期末残高  43,401 
 当期末残高  43,401 
 資本剰余金   
 前期末残高  50,355 
 当期変動額   
 自己株式の処分  △   9 
 当期変動額合計  △   9 
 当期末残高  50,345 
 利益剰余金   
 前期末残高  139,952 
 在外子会社の会計処理の変更に伴う増減  102 
 当期変動額   
 剰余金の配当  △ 4,121 
 当期純損失（△）  △ 38,446 
 その他  △  351 
 当期変動額合計  △ 42,919 
 当期末残高  97,134 
 自己株式   
 前期末残高  △ 10,990 
 当期変動額   
 自己株式の取得  △   10 
 自己株式の処分  17 
 その他  4 
 当期変動額合計  11 
 当期末残高  △ 10,978 
 株主資本合計   
 前期末残高  222,718 
 在外子会社の会計処理の変更に伴う増減  102 
 当期変動額   
 剰余金の配当  △ 4,121 
 当期純損失（△）  △ 38,446 
 自己株式の取得  △   10 
 自己株式の処分  7 
 その他  △  346 
 当期変動額合計  △ 42,917 
 当期末残高  179,902 
 評価・換算差額等   
 その他有価証券評価差額金   
 前期末残高  2,991 
 当期変動額   
 株主資本以外の項目の当期変動額（純額）  △ 2,973 
 当期変動額合計  △ 2,973 
 当期末残高  17 
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（単位：百万円） 

    
 繰延ヘッジ損益   
 前期末残高  1 
 当期変動額   
 株主資本以外の項目の当期変動額（純額）  △   1 
 当期変動額合計  △   1 
 当期末残高  － 
 年金負債調整額   
 前期末残高  － 
 当期変動額   
 株主資本以外の項目の当期変動額（純額）  △  384 
 当期変動額合計  △  384 
 当期末残高  △  384 
 為替換算調整勘定   
 前期末残高  △ 5,036 
 当期変動額   
 株主資本以外の項目の当期変動額（純額）  △ 7,275 
 当期変動額合計  △ 7,275 
 当期末残高  △ 12,311 
 評価・換算差額等合計   
 前期末残高  △ 2,044 
 当期変動額   
 株主資本以外の項目の当期変動額（純額）  △ 10,633 
 当期変動額合計  △ 10,633 
 当期末残高  △ 12,678 
 少数株主持分   
 前期末残高  4,170 
 当期変動額   
 株主資本以外の項目の当期変動額（純額）  △  386 
 当期変動額合計  △  386 
 当期末残高  3,783 
 純資産合計   
 前期末残高  224,844 
 在外子会社の会計処理の変更に伴う増減  102 
 当期変動額   
 剰余金の配当  △ 4,121 
 当期純損失（△）  △ 38,446 
 自己株式の取得  △   10 
 自己株式の処分  7 
 その他  △  346 
 株主資本以外の項目の当期変動額（純額）  △ 11,020 
 当期変動額合計  △ 53,938 
 当期末残高  171,008 
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連結注記表 

Ⅰ．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項 
１．連結の範囲に関する事項 
(1) 連結子会社の状況 

・連結子会社の数          83社 
・主要な連結子会社の名称      「事業報告１．(3) ②重要な子会社の状況」に記載してい

るため省略しています。 
(2) 非連結子会社の状況 

・主要な非連結子会社の名称     盛岡特機株式会社 
・連結の範囲から除いた理由     非連結子会社は、総資産、売上高、当期純損益（持分に見

合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等がいずれも
連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないため、連結の
範囲から除外しています。 

２．持分法の適用に関する事項 
(1) 持分法を適用した非連結子会社の状況 

・持分法適用の非連結子会社又は関連会社数 
６社 

・主要な会社等の名称        盛岡特機株式会社 
横河レンタ・リース株式会社 

(2) 持分法を適用していない非連結子会社又は関連会社の状況 
・主要な会社等の名称        キューアンドエー株式会社 
・持分法を適用しない理由      各社の当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持

分に見合う額）等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体と
しても重要性がないため、持分法の適用範囲から除外して
います。 

(3) 持分法手続に関する特記事項 
 持分法適用会社のうち、決算日が連結決算日と異なる会社については、各社の直近の事業年度に
係る財務諸表を使用しています。 

３．連結の範囲及び持分法の適用の範囲の変更に関する事項 
(1) 連結の範囲の変更 

 Analytical Specialties, Inc.は、新たに株式を取得したことにより連結の範囲に含めています。 
 前連結会計年度において連結子会社であった横河制御エンジニアリング株式会社は、横河ソ
リューションズ株式会社（横河情報システムズ株式会社より社名変更）との合併により連結の範囲
から除外しました。 
 Yokogawa Reinsurance Ltd.は清算が結了したことにより、連結の範囲から除外しました。 

(2) 持分法の適用の範囲の変更 
 横河電陽株式会社、横河東亜工業株式会社は株式を売却したため持分法の範囲から除外しました。 

４．連結子会社の事業年度等に関する事項 
 連結子会社のうち横河電機（蘇州）有限公司他11社については、決算日は12月31日です。 
 連結計算書類作成に当たって、これらの会社については、連結決算日現在で実施した仮決算に基づ
く財務諸表を使用しています。 

５．会計処理基準に関する事項 
(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

① 有 価 証 券 
・満期保有目的債券        償却原価法（定額法）によっています。 
・その他有価証券 
・時価のあるもの        決算日の市場価格等に基づく時価法によっています。（評

価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は主と
して移動平均法により算定しています。） 

・時価のないもの        主として移動平均法による原価法によっています。 
② デリバティブ         時価法によっています。 
③ た な 卸 資 産 

・製品、仕掛品         主として個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の
低下に基づく簿価切下げの方法）によっています。 
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・そ の 他         主として平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の
低下に基づく簿価切下げの方法）によっています。 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 
 ① 有形固定資産 

（リース資産を除く） 
主として定率法によっています。 
但し、当社及び国内連結子会社については、平成10年４月
１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）について
は、定額法によっています。なお、主な耐用年数は以下の
とおりです。 
建物及び構築物  ：３～50年 
機械装置及び運搬具：４～10年 

 ② 無形固定資産 
（リース資産を除く） 

定額法によっています。但し、自社利用のソフトウェアに
ついては社内における利用可能期間（主として５年）に基
づく定額法によっています。 

 ③ リ ー ス 資 産 リース期間を耐用年数とした定額法によっています。 
なお、残存価額については、リース契約上に残価保証の取
決めがあるものは当該残価保証額とし、それ以外のものは
零としています。 
また、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、
リース取引開始日が平成20年３月31日以前のリース取引に
ついては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理
によっています。 

(3) 重要な引当金の計上基準 
① 貸 倒 引 当 金         債権の貸倒れによる損失に備えるため、主として、一般債

権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債
権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額
を計上しています。 

② 賞 与 引 当 金         従業員の賞与の支給に充てるため、翌連結会計年度支給見
込額の当連結会計年度負担分を計上しています。 

③ 退職給付引当金         一部の連結子会社では、従業員の退職給付に備えるため、
当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見
込額に基づき計上しています。 
過去勤務債務については、その発生時の従業員の平均残存
勤務期間以内の一定の年数（主として10年）による按分額
を処理しています。 
数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時に
おける従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（主と
して10年）による按分額をそれぞれ発生の翌連結会計年度
より費用処理しています。 

④ 役員退職慰労引当金       一部の連結子会社では、役員の退職慰労金の支給に備える
ため、内規に基づく期末要支給額を計上しています。 

(4) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準 
 外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として
処理しています。なお、在外子会社等の資産及び負債は、連結決算日の直物為替相場により円貨に
換算し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換
算調整勘定及び少数株主持分に含めています。 

(5) 重要なヘッジ会計の方法 
① ヘッジ会計の方法        主として繰延ヘッジ処理によっています。なお、為替予約

及び通貨スワップについては振当処理の要件を満たしてい
る場合は振当処理を、金利スワップについては特例処理の
要件を満たしている場合は特例処理を採用しています。 

② ヘッジ手段とヘッジ対象     主として外貨建の貸付金の為替変動リスクをヘッジするた
めに為替予約又は通貨スワップを、借入金等の金利変動リ
スクをヘッジするために金利スワップを利用しています。 



 

－  － 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(40) ／ 2009/05/28 19:56 (2009/05/28 19:55) ／ wk_08536837_03_osx横河電機様_招集_連結貸借対照表_P.doc 

40

③ ヘ ッ ジ 方 針         主に為替変動リスク及び金利変動リスクを回避するために
デリバティブ取引を利用することを基本方針としています。 

④ ヘッジ有効性評価の方法     為替予約取引及び通貨スワップ取引については、当該取引
とヘッジ対象となる資産に関する重要な条件が同一であり、
ヘッジ開始時及びその後も継続して相場変動又は、キャッ
シュ・フロー変動を相殺するものであることが事前に想定
されるため、有効性の評価は省略しています。 
また、金利スワップ取引については、特例処理の要件を満
たしているためヘッジの有効性の評価を省略しています。 

(6) その他連結計算書類作成のための重要な事項 
消費税等の会計処理        税抜方式によっています。 

６．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 
 連結子会社の資産及び負債の評価については、全面時価評価法を採用しています。 

７．のれん及び負ののれんの償却に関する事項 
 のれんについては、20年以内のその効果の及ぶ期間にわたって、また、負ののれんについては、20
年以内の取得の実態に基づいた適切な期間で、それぞれ定額法により規則的に償却しています。但し、
金額に重要性が乏しい場合には、発生時にその金額を償却しています。 

８．会計方針の変更 
（棚卸資産の評価に関する会計基準） 
 通常の販売目的で保有するたな卸資産については、従来、主として個別法による原価法によってい
ましたが、当連結会計年度より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号 平成18
年７月５日）を適用し、主として個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基
づく簿価切下げの方法）により算定しています。この適用による損益への影響は軽微です。 
（リース取引に関する会計基準） 
 所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処
理によっていましたが、当連結会計年度より「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号
（平成５年６月17日（企業会計審議会第一部会）、平成19年３月30日改正））及び「リース取引に関
する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第16号（平成６年１月18日（日本公認会計士協会 
会計制度委員会）、平成19年３月30日改正））を適用し、通常の売買取引に係る方法に準じた会計処
理によっています。この適用による損益への影響はありません。 
（連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い） 
 当連結会計年度より、「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」
（実務対応報告第18号 平成18年５月17日）を適用し、連結決算上必要な修正を行っています。この
適用による損益への影響は軽微です。 

９．表示方法の変更 
（連結貸借対照表） 
 前連結会計年度において、「たな卸資産」として掲記されていたものは、当連結会計年度から「商
品及び製品」「仕掛品」「原材料及び貯蔵品」に区分掲記しています。なお、前連結会計年度の「た
な卸資産」に含まれる「商品及び製品」「仕掛品」「原材料及び貯蔵品」は、それぞれ18,856百万円、
11,794百万円、14,164百万円です。 
（連結損益計算書） 
 前連結会計年度において特別損失の「その他」に含めていた「事業再編損」は、重要性が増したた
め、当連結会計年度から区分掲記しています。なお、前連結会計年度の「事業再編損」は103百万円
です。 

10．追 加 情 報 
（有形固定資産の耐用年数） 
 法人税法の改正に伴い、有形固定資産の耐用年数の見直しを行った結果、一部の国内連結子会社は、
当連結会計年度より改正後の法人税法に基づく耐用年数に変更しました。この変更による損益への影
響は軽微です。 

 



 

－  － 
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Ⅱ．連結貸借対照表に関する注記 
１．担保に供している資産及び担保に係る債務 

 (1) 担保に供している資産 現金及び預金 12百万円 
  建物及び構築物 853百万円 
  投資有価証券 0百万円 
  在外子会社の事業用資産 4,303百万円 
  計 5,170百万円 
 (2) 担保に係る債務 支払手形及び買掛金 5百万円 
  短期借入金 140百万円 
  計 145百万円 

 上記、在外子会社の事業用資産4,303百万円は、在外子会社において包括的に担保に供している
売掛債権等です。 

２．有形固定資産の減価償却累計額 146,820百万円 
３．保 証 債 務 974百万円 
（うち債務保証     139百万円） 
（うち保証予約      4百万円） 
（その他（注）     830百万円） 
（注）当社は、顧客のリース債務について、顧客のリース債務不履行時にその債務を保証することを

要求されております。当連結会計年度末における、最高支払額を記載しています。 
４．コミットメントライン契約に係る借入金未実行残高等 

 コミットメントライン契約の総額 40,600百万円 
 借入実行残高 ―百万円 
 差 引 額 40,600百万円 

５．売上債権遡求義務 
 当社及び一部の連結子会社は債権譲渡契約に基づく債権流動化を行っています。 
 その内、当社及び一部の連結子会社に遡求義務の及ぶ譲渡残高は、2,498百万円であります。 

６．年金負債調整額 
 純資産の部に計上しています年金負債調整額は、米国会計基準が適用される在外連結子会社が、米
国財務会計基準書（ＳＦＡＳ）第158号に従って年金負債を追加計上したことに伴う純資産の調整額
であります。 

 
Ⅲ．連結損益計算書に関する注記 
１．減損損失 
 当連結会計年度において、以下の資産グループについて減損損失を計上しました。 

用 途 種 類 場 所 

事 業 用 資 産 建物、機械装置、工具器具及び
備品、ソフトウェア 

東京都武蔵野市 
山梨県甲府市 他 

除 却 予 定 資 産 建物、機械装置 東京都武蔵野市 他 

遊 休 資 産 建物、構築物、機械装置、工具
器具及び備品、電話加入権等 

東京都武蔵野市 他 

（資産種類ごとの減損損失の内訳） 

種 類 減 損 損 失 の 金 額 （百万円） 

建 物 537 

機 械 装 置 2,127 

工 具 器 具 及 び 備 品 675 

そ の 他 （ソ フ ト ウ ェ ア 等） 85 

合 計 3,425 

 上記金額のうち、中止事業に係る資産の減損損失1,579百万円（建物133百万円、機械装置1,418百
万円、工具器具及び備品20百万円、その他７百万円）を事業再編損として計上しています。 



 

－  － 
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（減損損失の認識に至った経緯） 
 事業用資産については、計測機器事業及び新事業その他の一部で収益性が悪化し、将来キャッ
シュ・フローが帳簿価額を下回っているため、回収可能価額まで減損し、減損損失3,090百万円を特
別損失に計上しました。 
 除却予定資産については、本社設備の一部取壊し決定に伴い、減損損失101百万円を特別損失に計
上しました。 
 遊休資産については、将来の用途が定まっていないため、回収可能価額まで減損し、減損損失233
百万円を特別損失に計上しました。 
（グルーピングの方法） 
 事業用資産については、管理会計の区分に基づきグルーピングしています。 
 除却予定資産及び遊休資産については、個別物件単位でグルーピングをしています。 
（回収可能価額の算定方法等） 
 事業用資産及び遊休資産は、正味売却価額により測定しており、除却予定資産は、帳簿価額に基づ
き算定しています。 

２．事業再編損 
 事業再編損は、主として当社における中止事業に係る固定資産の減損損失1,579百万円及びたな卸
資産の処分費用750百万円等を計上しています。 

 
Ⅳ．連結株主資本等変動計算書に関する注記 

１．発行済株式の総数に関する事項 
 当連結会計年度の末日における発行済株式の総数  普通株式 268,624,510株 

２．剰余金の配当に関する事項 
(1) 配当金支払額等 

① 平成20年６月26日開催の第132回定時株主総会決議による配当に関する事項 
・配当金の総額     2,060百万円 
・１株当たり配当金額   8円 
・基 準 日     平成20年３月31日 
・効 力 発 生 日     平成20年６月27日 

② 平成20年10月28日開催の取締役会決議による配当に関する事項 
・配当金の総額     2,060百万円 
・１株当たり配当金額   8円 
・基 準 日     平成20年９月30日 
・効 力 発 生 日     平成20年12月５日 

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生が翌期になるもの 
 平成21年６月29日開催の第133回定時株主総会決議において次のとおり付議いたします。 

・配当金の総額     2,060百万円 
・１株当たり配当金額   8円 
・基 準 日     平成21年３月31日 
・効 力 発 生 日     平成21年６月30日 

 
Ⅴ．１株当たり情報に関する注記 

１．１株当たり純資産額 649円20銭 
２．１株当たり当期純損失 149円26銭 

 
Ⅵ．重要な後発事象に関する注記 

 該当事項はありません。 
 
 



 

－  － 
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連結計算書類に係る会計監査報告 

 独立監査人の監査報告書  

 平成21年５月12日 

 横河電機株式会社  

 取締役会 御中  

 監 査 法 人 ト ー マ ツ  

 

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 菅 原 邦 彦 

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 海老原 一 郎 

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 渡 辺 雅 子 
  

 

  

当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、横河電機株式会社の平成20年４

月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対

照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行っ

た。この連結計算書類の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連

結計算書類に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査

を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽の表示がないかどうか

の合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体

としての連結計算書類の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企

業会計の基準に準拠して、横河電機株式会社及び連結子会社から成る企業集団の当該連結

計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示してい

るものと認める。 

 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき

利害関係はない。 

以  上

 



 

－  － 
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監査役会の監査報告 

 監 査 報 告 書  

  

 当監査役会は、平成20年４月１日から平成21年３月31日までの第133期事業年度の取締

役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報

告書を作成し、以下のとおり報告いたします。 

 

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容 

 監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結

果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況につい

て報告を受け、必要に応じて説明を求めました。 

 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担

等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び

監査の環境の整備に努めるとともに、取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び

使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要

な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いた

しました。また、取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための

体制その他株式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第

100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議

に基づき整備されている体制（内部統制システム）の状況を監視及び検証いたしまし

た。 

 なお、財務報告に係る内部統制については、取締役等及び監査法人トーマツから当該

内部統制の評価及び監査の状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。 

 事業報告に記載されている会社法施行規則第118条第３号イの基本方針及び同号ロ(2) 

の取組みについては、取締役会その他における審議の状況等を踏まえ、その内容につい

て検討を加えました。子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び

情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。以上の方法に基

づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書について検討いたしました。 

 さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監

視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必

要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われるこ

とを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関す

る品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通

知を受け、必要に応じて説明を求めました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る

計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその

附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変

動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。 

 



 

－  － 
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 ２．監査の結果 

(1) 事業報告等の監査結果 

一 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示し

ているものと認めます。 

二 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な

事実は認められません。 

三 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、

当該内部統制システムに関する取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項

は認められません。 

四 事業報告に記載されている会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り

方に関する基本方針については、指摘すべき事項は認められません。事業報告に

記載されている会社法施行規則第118条第３号ロ(2) の取組みは、当該基本方針

に沿ったものであり、当社の株主共同の利益を損なうものではなく、かつ、当社

の会社役員の地位の維持を目的とするものではないと認めます。 

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果 

 会計監査人監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。 

(3) 連結計算書類の監査結果 

 会計監査人監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。 

 

 

 平成21年５月21日  

 横河電機株式会社 監 査 役 会  

 

常勤監査役 内 海 岱 基

常勤監査役 小 柳 敬 史

社外監査役 引 馬  滋

社外監査役 池 田 輝 彦

社外監査役 壱 岐 浩 一
  

 

 

以  上 

 



 

－  － 
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株主総会参考書類 
 
議案及び参考事項 
 
第１号議案 剰余金の配当の件 
当社は、安定した経営基盤の確立を目指すとともに、株主の皆様に対する継続的

な利益配分を最重要施策の一つと認識し、中長期的成長のための新規事業投資、成
長市場への開発投資などに向けた内部留保及び財務体質の強化等を総合的に勘案の
うえ、連結配当性向30％を目安とする配当方針といたします。 
当期の利益配当金につきましては、以下のとおりといたしたいと存じます。これ

により、当期における１株当たりの年間配当金は中間配当金８円と合わせて16円と
なります。 

 
期末配当に関する事項 
(1) 配当財産の種類 

金銭といたします。 
(2) 配当財産の割当に関する事項及びその総額 

当社普通株式１株につき８円といたしたいと存じます。 
なお、この場合の配当総額は、2,060,694,608円となります。 

(3) 剰余金の配当が効力を生じる日 
平成21年６月30日といたしたいと存じます。 

 
第２号議案 定款一部変更の件 
１．変更の理由 
(1) 「株式等の取引に係る決済の合理化を図るための社債等の振替に関する法律

等の一部を改正する法律」（平成16年法律第88号、以下「決済合理化法」）
が平成21年１月５日に施行され、上場会社の株券が一斉に電子化されたこと
に伴い、当社定款第７条の株券を発行する旨の規定は、これを廃止する定款
変更決議をしたものとみなされておりますので、これを削除するものであり
ます。 

(2) 決済合理化法附則第２条により「株券等の保管及び振替に関する法律」（昭
和59年法律第30号）が廃止されたことにより、当社定款第11条（単元未満株
式についての権利）中の「実質株主」、同第13条（株主名簿管理人）第３項
中の「実質株主名簿」に関する規定も無効となっておりますので、これを削
除するものであります。 

(3) 平成22年１月６日をもって失効する当社定款第13条第３項の株券喪失登録簿
に関わる規定を移設するため、附則の新設を行うものであります。 

(4) 上記のほか、これらに伴う条数の繰り上げ等所要の変更を行うものでありま
す。 



 

－  － 
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２．変更の内容 
変更の内容は、次のとおりであります。 

 （下線は変更部分であります）

 現 行 定 款 変 更 案 

第１条～第６条（省略） 第１条～第６条（現行どおり） 
  
第７条（株券の発行） （削除） 
当会社は、株式に係る株券を発行する。  

  
第８条（省略） 第７条（現行どおり） 
  
第９条（単元株式数及び単元未満株券の不発行） 第８条（単元株式数） 
当会社の単元株式数は、100株とする。 当会社の単元株式数は、100株とする。 
２ 当会社は、第７条の規定にかかわらず、単
元株式に満たない株式（以下「単元未満株式」
という。）に係る株券を発行しない。ただし、
株式取扱規程に定めるところについてはこの限
りではない。 

（削除） 

  
第10条（省略） 第９条（現行どおり） 
  
第11条（単元未満株式についての権利） 第10条（単元未満株式についての権利） 
当会社の株主（実質株主を含む。以下同じ。）
は、その有する単元未満株式について、次に掲
げる権利以外の権利を行使することができな
い。 

当会社の株主は、その有する単元未満株式につ
いて、次に掲げる権利以外の権利を行使するこ
とができない。 

(1) 会社法第189条第２項各号に掲げる権利 (1) 会社法第189条第２項各号に掲げる権利 
(2) 会社法第166条第１項の規定による請求を

する権利 
(2) 会社法第166条第１項の規定による請求を

する権利 
(3) 株主の有する株式数に応じて募集株式の割

当て及び募集新株予約権の割当てを受ける
権利 

(3) 株主の有する株式数に応じて募集株式の割
当て及び募集新株予約権の割当てを受ける
権利 

(4) 次条に定める請求をする権利 (4) 次条に定める請求をする権利 
  

第12条（省略） 第11条（現行どおり） 
  
第13条（株主名簿管理人） 第12条（株主名簿管理人） 
当会社は、株式につき株主名簿管理人を置くこ
とができる。 

当会社は、株式につき株主名簿管理人を置くこ
とができる。 

２ 株主名簿管理人及びその事務取扱場所は、
取締役会の決議により選定しこれを公告する。

２ 株主名簿管理人及びその事務取扱場所は、
取締役会の決議により選定しこれを公告する。 

３ 前項により株主名簿管理人を置いたのち
は、当会社の株主名簿（実質株主名簿を含む。
以下同じ。）、新株予約権原簿及び株券喪失登
録簿の作成並びに備え置きその他株主名簿、新
株予約権原簿及び株券喪失登録簿に関する事務
は株主名簿管理人に取扱わせる。 

３ 前項により株主名簿管理人を置いたのち
は、当会社の株主名簿及び新株予約権原簿の作
成並びに備え置きその他株主名簿及び新株予約
権原簿に関する事務は株主名簿管理人に取扱わ
せる。 



 

－  － 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(48) ／ 2009/05/28 19:56 (2009/05/28 19:55) ／ wk_08536837_04_osx横河電機様_招集_参考書類_P.doc 

48

現 行 定 款 変 更 案 

第14条～第39条（省略） 第13条～第38条（現行どおり） 
（新設） 附則 
 第１条 
 当会社の株券喪失登録簿の作成及び備え置きそ

の他の株券喪失登録簿に関する事務は、これを
株主名簿管理人に委託し、当会社においては取
扱わない。 

 第２条 
 前条及び本条は、平成22年１月５日まで有効と

し、平成22年１月６日をもって前条及び本条を
削るものとする。 

 
第３号議案 取締役10名選任の件 
取締役全員（９名）は、本総会終結の時をもって任期満了となりますので、あら

ためて取締役９名の選任をお願いするものであります。 
さらに、コーポレートガバナンスを一層強化するために、新たに社外取締役とし

て勝俣宣夫氏の選任をお願いするものであります。 
合計10名の取締役候補者は次のとおりであります。 

候補者 
番 号 

氏 名 
生 年 月 日 

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 、 担 当 
（他の法人等の代表状況） 

所有する当社
株 式 数

1 
内 田
う ち だ

勲
いさお

 
昭和11年９月27日生 

昭和35年４月 当社入社 

平成元年６月 取締役 

Yokogawa Corporation of America 社長 

平成７年６月 常務取締役 生産事業部長、甲府事業所

担当 

平成９年７月 専務取締役 営業統括、営業統括本部長 

平成11年３月 代表取締役専務 営業統括、 

インダストリアルオートメーション 

事業本部長、北米地区事業統括 

平成11年６月 代表取締役社長 

平成19年４月 代表取締役会長 

現在に至る 

112,188株

2 
海 堀
か い ほ り

周 造
しゅうぞう

 
昭和23年１月31日生 

昭和48年４月 当社入社 

平成17年４月 執行役員 IA事業部長 

平成18年４月 常務執行役員 IA事業部長 

平成18年６月 取締役 常務執行役員 IA事業部長 

平成19年４月 代表取締役社長 

現在に至る 

43,269株



 

－  － 
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候補者 
番 号 

氏 名 
生 年 月 日 

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 、 担 当 
（他の法人等の代表状況） 

所有する当社
株 式 数

3 
八
や

 木
ぎ

 和 則
か ず の り

 
昭和24年４月１日生 

昭和47年４月 当社入社 

平成11年10月 執行役員 経営企画部長、 

マーケティング部担当 

平成13年４月 常務執行役員 経営企画部長 

平成13年６月 取締役 常務執行役員 経営企画部長 

平成14年６月 取締役 専務執行役員 経営企画部長 

平成17年６月 取締役 専務執行役員 経営管理本部長 

現在に至る 

58,963株

4 
木 村
き む ら

和 彦
か ず ひ こ

 
昭和32年４月27日生 

昭和55年４月 当社入社 

平成12年４月 執行役員 生産事業部長、航空宇宙・ 

特機事業部担当 

平成13年６月 取締役 執行役員 生産事業部長 

平成14年６月 取締役 常務執行役員 生産事業部長 

平成16年４月 取締役 専務執行役員 ソリューション

事業本部長 

平成17年４月 取締役 専務執行役員 ソリューション

事業部長 

平成19年10月 取締役 専務執行役員 ATE事業部長 

現在に至る 

23,291株

5 
三
み

奈
な

木
き

 輝 良
て る よ し

 
昭和23年１月５日生 

昭和46年４月 当社入社 

平成11年10月 執行役員 インダストリアル 

オートメーション事業本部フィールド 

機器事業部長、環境機器事業部担当 

平成14年６月 取締役 常務執行役員 海外事業部長 

平成16年４月 取締役 専務執行役員 IA事業本部長 

平成17年４月 取締役 専務執行役員 海外事業部長、 

Yokogawa Electric International Pte. 

Ltd. Managing Director 

平成21年４月 取締役 専務執行役員 IA事業部長 

現在に至る 

36,173株



 

－  － 
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候補者 
番 号 

氏 名 
生 年 月 日 

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 、 担 当 
（他の法人等の代表状況） 

所有する当社
株 式 数

6 
藤 井
ふ じ い

隆
たかし

 
昭和30年８月６日生 

昭和53年４月 当社入社 

平成15年４月 執行役員 ATE事業本部 第１事業部長 

平成17年１月 常務執行役員 ATE事業本部半導体 

テストソリューション事業部長 

平成17年６月 取締役 常務執行役員 ATE事業部長 

平成19年10月 取締役 常務執行役員 ソリューション

事業部長 

平成21年４月 取締役 常務執行役員 ソリューション

営業本部長 

現在に至る 

19,868株

7 
山 本
や ま も と

順 二
じ ゅ ん じ

 
昭和33年３月８日生 

昭和55年４月 当社入社 

平成17年４月 執行役員 コーポレート・マーケティン

グ本部経営企画室長 

平成18年４月 常務執行役員 コーポレート・マーケ

ティング本部長 

平成18年６月 取締役 常務執行役員 コーポレート・

マーケティング本部長 

平成21年４月 取締役 常務執行役員 経営企画本部長 

現在に至る 

18,155株

8 
内 藤
な い と う

正 久
ま さ ひ さ

 
昭和13年２月20日生 

昭和36年４月 通商産業省入省 

平成３年６月 同省 大臣官房長 

平成５年６月 同省 産業政策局長 

平成10年４月 伊藤忠商事㈱ 代表取締役副社長 

平成12年４月 同社 取締役副会長 

平成15年６月 日本エネルギー経済研究所 理事長、

当社取締役 

現在に至る 

2,000株

9 
棚 橋
た な は し

康 郎
や す ろ う

 
昭和16年１月４日生 

昭和38年４月 富士製鐵㈱（現 新日本製鐵㈱）入社 

平成７年６月 同社 取締役 エレクトロニクス・ 

情報通信事業部長 

平成９年４月 同社 常務取締役（新規事業全般管掌） 

平成12年４月 新日鉄情報通信システム㈱（現 新日鉄

ソリューションズ㈱） 代表取締役社長 

平成15年４月 同社 代表取締役会長 

平成19年６月 同社 相談役、当社取締役 

現在に至る 

0株



 

－  － 
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候補者 
番 号 

氏 名 
生 年 月 日 

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 、 担 当 
（他の法人等の代表状況） 

所有する当社
株 式 数

10 
勝 俣
か つ ま た

宣 夫
の ぶ お

 
昭和17年12月５日生 

昭和41年４月 丸紅飯田㈱（現 丸紅㈱） 入社 

平成８年６月 同社 取締役 

平成11年４月 同社 代表取締役 常務取締役 

平成13年４月 同社 代表取締役 専務取締役 

平成15年４月 同社 代表取締役社長 

平成20年４月 同社 取締役会長 

現在に至る 

0株

（注）１．各候補者と当社の間には特別の利害関係はありません。 

２．勝俣宣夫氏は新任候補者であります。 

３．内藤正久、棚橋康郎及び勝俣宣夫の３氏は、会社法施行規則第２条第３項第７号に定める社外取締役候補者

であります。 

４．社外取締役候補者に関する特記事項は以下のとおりであります。 

(1) 社外取締役候補者の選任理由について 

① 内藤正久氏につきましては、主にグローバル企業における社外取締役などの豊富な経験を当社の経営に

反映していただくため、社外取締役として選任をお願いするものであります。 

② 棚橋康郎氏につきましては、主にわが国の基幹産業における経営者としての高い見識と新事業の立上

げ・展開の経験に基づく広い視野を当社の経営に反映していただくため、社外取締役として選任をお願

いするものであります。 

③ 勝俣宣夫氏につきましては、主にグローバル企業である総合商社における経営者としての高い見識と経

営構造改革の豊富な経験を当社の経営に反映していただくため、社外取締役として選任をお願いするも

のであります。 

(2) 社外取締役候補者が社外取締役に就任してからの年数について 

① 内藤正久氏の社外取締役の在任期間は、本定時株主総会の終結の時をもって６年であります。 

② 棚橋康郎氏の社外取締役の在任期間は、本定時株主総会の終結の時をもって２年であります。 

③ 勝俣宣夫氏は、本定時株主総会で新たに社外取締役に選任をお願いするものであります。 

(3) 社外取締役との責任限定契約について 

内藤正久、棚橋康郎及び勝俣宣夫の３氏が原案どおり選任された際には、３氏と責任限定契約を締結する

予定であります。その契約の概要は、次のとおりであります。 

会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約で、当該契約に

基づく損害賠償責任の限度額は、1,500万円又は法令が定める額のいずれか高い額とします。 

 



 

－  － 
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第４号議案 監査役１名選任の件 
監査役 内海岱基氏は、本総会終結の時をもって任期満了となりますので、新た

に監査役１名の選任をお願いするものであります。 
なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。 
監査役候補者は次のとおりであります。 

氏 名 
生 年 月 日 

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 、 担 当 
（他 の 法 人 等 の 代 表 状 況） 

所有する当社
株 式 数

牧 野
ま き の

清
きよし

 
昭和22年９月26日生 

昭和46年４月 当社入社 

平成11年10月 執行役員 コンポーネント事業部長 

平成13年６月 安藤電気㈱ 取締役 

平成15年４月 同社 代表取締役社長 

平成17年４月 Yokogawa Corporation of America 会長 

平成18年10月 当社執行役員 ATE事業部（営業全般担当） 

平成21年４月 当社執行役員退任 経営監査本部 

現在に至る 

21,296株

 （注）候補者と当社の間には、特別の利害関係はありません。 

 
第５号議案 当社株式の大量取得行為に関する対応策（買収防衛策）の 

継続導入の件 
当社は、平成19年６月27日開催の第131回定時株主総会において「当社株式の大

量取得行為に関する対応策（買収防衛策）の導入の件」（以下「現プラン」といい
ます。）をご承認いただき、買収防衛策を導入いたしました。現プランの有効期間
は本総会終結の時をもって満了いたします。当社は、現プランの有効期間の満了を
迎えるにあたり、平成21年４月28日開催の当社取締役会において、会社法施行規則
第118条第３号本文に定める「株式会社の支配に関する基本方針」を改めて決議す
るとともに、本総会において株主の皆様からご承認をいただけることを条件として、
現プランを一部改訂したもの（以下、改訂された新しい買収防衛策を「本プラン」
といいます。）を継続導入することを決議いたしました。 
つきましては、株主の皆様に本プランを継続導入することにつきご承認をお願い

するものです。 
Ⅰ 提案の理由 
(1) 会社の支配に関する基本方針 

当社グループは、公開会社である株式会社の支配権の移転を伴う提案につい
ての判断は、最終的には株主全体の意思に基づき行われるべきものと考えてお
ります。また、公開会社として当社株式の自由な売買が認められている以上、
特定の者の大規模な買付行為に応じて当社株式を売却するか否かは、最終的に
は株主の皆様の判断に委ねられるべきものと考えております。 
しかしながら、当社株式の大規模な買付行為や買付提案の中には、会社や株

主に対して、買付に係る提案内容や代替案を検討するための十分な時間や情報



 

－  － 
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を与えないもの、買付目的や買付後の経営方針等に鑑み、当社の企業価値・株
主共同の利益に対する侵害をもたらすおそれのあるもの、株主に株式等の売却
を事実上強要するおそれのあるもの、買付条件が当社の企業価値・株主共同の
利益に鑑み不十分又は不適当であるもの等、企業価値・株主共同の利益に資さ
ないものも想定されます。 
このような大規模な買付行為や買付提案を行う者は、当社の財務及び事業の

方針の決定を支配する者として不適切であり、このような買付行為を抑止する
ための枠組みが必要であると考えております。 

 
(2) 会社の支配に関する基本方針の実現に資する取組み 
① 企業理念・長期経営構想 

当社グループは、企業理念を「YOKOGAWAは 計測と制御と情報をテーマに 
より豊かな人間社会の実現に貢献する」「YOKOGAWA人は良き市民であり 勇
気をもった開拓者であれ」と定め、産業社会へのさらなる貢献を目指してま
いりました。この理念のもとに、中長期的な視点から企業活動を健全に継続
し、企業価値を最大化することが企業としての使命であると考え、長期経営
構想VISION-21＆ACTION-21を掲げて、「健全で利益ある経営」の実現を目指
しております。 
2006年度からは2010年度を第２のマイルストーンとする取組みをスタート

しております。全世界のYOKOGAWAグループ“One Global YOKOGAWA”が、真
に連結された経営で経営効率を飛躍的に向上させ、最高の技術“Leading 
Edge Technology”をもって、お客様の視点で課題解決“Customer Centric 
Solutions”することで、「健全で利益ある経営」を実現し、企業価値の向
上を図ってまいります。 

② コーポレートガバナンスの強化 
当社グループでは、健全で持続的な成長を確保し、株主の皆様をはじめと

するステークホルダーからの社会的信頼に応えていくことを企業経営の基本
的使命と位置づけており、「健全で利益ある経営」を実現するための重要施
策として、コーポレートガバナンスの充実に取り組んでいます。 
当社取締役会では、当社グループの事業に精通した取締役と、独立性の高

い社外取締役による審議を通して、意思決定の迅速性と透明性を高めており
ます。また、社外監査役を含む監査役による監査を通して、取締役の業務の
適法性、効率性、意思決定プロセスの妥当性等を厳正に監視・検証し、経営
に対する監査機能の充実を図っております。 
当社グループでは、コンプライアンスの基本原則を『YOKOGAWAグループ企

業行動規範』として定めており、取締役が率先して企業倫理の遵守と浸透に
あたっています。また、財務報告の信頼性の確保及び意思決定の適正性の確
保などを含めた『YOKOGAWAグループ内部統制システム』を定めており、当社
グループの業務が適正かつ効率的に実施されることを確保するための内部統
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制システムとして整備しております。 
さらに、コンプライアンスを徹底するため、内部監査部署が年間計画に基

づき内部監査を実施し、重要な事項について取締役会及び監査役に報告して
おります。 

 
(3) 本プラン継続導入の目的 

当社グループは、長期経営構想VISION-21＆ACTION-21を掲げ、「健全で利益
ある経営」の実現を目指し、日々企業価値の向上に努めております。一方、現
在の状況に目を向けると、当社グループの事業環境は、世界経済の急激な変化
と資金調達環境の悪化が企業の設備投資を大幅に抑制していることの影響を受
け、急速に厳しさを増しております。当社経営陣は、このような事業環境下に
おいて、持続的な発展により企業価値の増大を図るためには、事業ポートフォ
リオの見直しによる事業構造の改革及びゼロベースからの変革の観点に立った
経営効率の向上、固定費の削減による損益分岐点の改善などによる企業体質の
強化が必要であると認識しております。この認識のもと、当社は、2010年度ま
での２年間を構造改革及び企業体質強化の期間と位置づけ、この間に固定費削
減と事業ポートフォリオ見直しに向けた諸施策を迅速かつ徹底して実行するこ
とにより急激に変化する経営環境に対処するとともに、2011年度以降の成長に
向け利益体質への転換を図っていく所存です。当社経営陣は、この経営環境下
においてこれらの構造改革を確実に実行するために、この２年間は、会社の支
配に関する基本方針に照らし、不適切な買収者による買付行為を抑止するため
の枠組みが必要であると考えております。 

 
Ⅱ 提案の内容 
(1) 本プランの継続導入手続 

本プランの継続導入については、その重要性に鑑み、改めて株主の皆様のご
意見を広く反映させることが適切であると判断いたしました。そこで、本プラ
ンの継続導入について、本定時株主総会においてご審議いただき、ご承認をお
願いするものであります。本プランの継続導入は、本プランの継続導入に関す
る議案が、本定時株主総会に出席された株主の皆様の議決権の過半数の賛成を
いただくことを条件といたします。 

 
(2) 本プランの内容 
(A) 対象となる買付等 

本プランは、下記①又は②に該当する当社の株券等に対する買付その他こ
れに類似する行為又はその提案１（以下併せて「買付等」といいます。）が
行われる場合を適用対象とします。本プランは、買付等を行う者又はその提
案者（以下併せて「買付者等」といいます。）に対し、事前に当該買付者等
及び当該買付等に関する情報の提供を求め、当該買付等についての情報収
集・検討等を行う期間を確保し、また、株主の皆様に当社取締役会の計画や
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代替案等を提示するなど、当該買付者等との交渉等を行う場合の手続を定め
ています。 
買付者等は本プランを遵守するものとします。 
 

記 
 

① 当社が発行者である株券等２について、保有者３の株券等保有割合４が
20％以上となる買付等 

② 当社が発行者である株券等５について、公開買付け６に係る株券等の株
券等所有割合７及びその特別関係者８の株券等所有割合の合計が20％以
上となる公開買付け 

 
(B) 買付者等に求める情報提供等 

当社は、上記(A) に定める買付等を行う買付者等に対し、当社取締役会が
友好的買付けであると認めた場合を除き、当社の定める書式による、当該買
付者等が買付等に際して本プランに定める手続を遵守する旨の誓約文言等を
日本語で記載した書面（以下「買付説明書」といいます。）及び当社の定め
る書式による、下記の各号に定める買付者等の買付内容の検討に必要な日本
語で作成された情報（以下「本必要情報」といいます。）に関する質問書を
速やかに送付します。 
買付者等には、買付等の実行に先立ち、原則として、買付説明書及び本必

要情報を、買付者等が当社からのこれらの送付資料を受領した日から起算し
て、10営業日以内に当社取締役会宛てに提出していただきます。なお、当社
取締役会は買付説明書及び本必要情報を受領後速やかに独立委員会に送付し
ます。 
独立委員会は、買付者等から提出された買付説明書又は本必要情報が買付

内容の検討を行うのに必要な情報として不十分であると判断した場合には、
買付者等から当初提供された買付説明書を受領した日から起算して、60日を
上限として独立委員会が指定する期間（以下「情報提供期間」といいま
す。）内に、かかる検討を行うのに必要な情報として十分な本必要情報を追
加的に提出することを、自ら又は当社取締役会を通じて、買付者等に対して
要請できるものとし、かかる要求がなされた場合、買付者等はこれに従うも
のとします。但し、独立委員会は、情報提供期間満了日においても、買付内
容の検討を行うのに必要な情報が未だ不十分であると判断する場合、必要に
応じて更に30日を上限として情報提供期間を延長することができるものとし
ます。 
なお、独立委員会が買付者等に対して情報提供を要請する場合、その都度、

必要に応じて回答期限を設定することがあります。 
独立委員会は、買付説明書又は本必要情報が買付内容の検討を行うのに必

要な情報として不十分であると判断される場合であっても、情報提供期間が
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満了したとき（情報提供期間が延長された場合には延長された情報提供期間
が満了したとき）は、その時点以降、買付者等に対し追加的に情報提供を求
めないものとします。 
独立委員会は、情報提供期間満了前であっても買付者等から提出された買

付説明書及び本必要情報が買付内容の検討を行うのに必要十分な情報である
と判断した場合又は情報提供期間が満了した場合（情報提供期間が延長され
た場合には延長された情報提供期間が満了した場合）、買付者等に情報提供
が完了した旨の通知（以下「情報提供完了通知」といいます。）を発送する
とともに、当社は、買付者等に情報提供完了通知を発送した旨を速やかに株
主に対し情報開示します。 

 
記 
 

① 買付者等及びそのグループ（共同保有者９、特別関係者及び買付者等を
被支配法人等10とする者の特別関係者）の詳細（名称、資本関係、財務
内容、経営成績、過去の法令違反等の有無及び内容、当該買付者等によ
る買付等と同種の過去の取引の詳細等を含みます。）11 

② 買付等の目的、方法及び内容（買付等の対価の価額・種類、買付等の時
期、関連する取引の仕組み、買付等の方法の適法性、買付等の実現可能
性に関する情報等を含みます。） 

③ 買付等の価額の算定根拠（算定の前提となる事実・仮定、算定方法、算
定に用いた数値情報及び買付等に係る一連の取引により生じることが予
想されるシナジー効果の内容（そのうち他の株主に対して分配されるシ
ナジーの内容を含みます。）及びその算定根拠を含みます。） 

④ 買付等の資金の裏付け（買付等の資金の提供者（実質的提供者を含みま
す。）の具体的名称、調達方法、関連する取引の内容を含みます。） 

⑤ 買付等の後の当社グループの経営方針、事業計画、資本政策、配当政策
及び資産運用方針 

⑥ 買付等の後における当社の株主、従業員、取引先、顧客その他の当社に
係る利害関係者の処遇方針 

⑦ 当社の他の株主との間の利益相反を回避するための具体的方策 
⑧ その他当社取締役会又は独立委員会が合理的に必要と判断する情報 

 
(C) 情報提供完了通知発送後の独立委員会による検討 
① 当社取締役会に対する情報提供の要求 

独立委員会は、情報提供完了通知の発送後、当社の企業価値・株主共同
の利益の確保・向上という観点から買付説明書及び本必要情報の内容と当
社取締役会の事業計画、当社取締役会による企業評価等との比較検討を行
うために、当社取締役会に対しても、適宜回答期限（買付者等に情報提供
完了通知を発送した日から60日を上限とします。）を定めたうえ、買付者
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等の買付等の内容に対する意見及びその根拠資料、代替案その他独立委員
会が適宜必要と認める情報・資料等を提供するよう要求します。 

② 独立委員会による買付等の内容の検討 
独立委員会は、買付者等及び当社取締役会から提供された情報を受領し

てから最長60日間（以下「独立委員会検討期間」といいます。）、買付者
等の買付等の内容の検討、買付者等と当社取締役会の事業計画等に関する
情報収集・比較検討等及び当社取締役会の提供する代替案の検討を行いま
す。 
独立委員会の判断が、当社の企業価値・株主共同の利益に資するように

なされることを確保するために、独立委員会は、当社の費用で、独立した
第三者（ファイナンシャル・アドバイザー、公認会計士、弁護士、コンサ
ルタントその他の専門家等）からの助言を得ることができるものとします。 

③ 情報開示 
当社は、買付者等が現れた事実、買付者等から買付説明書が提出された

事実、独立委員会検討期間が開始した事実、当社取締役会が独立委員会に
代替案を提示した事実及び本必要情報その他の情報のうち独立委員会が適
切と判断する事項について、独立委員会が適切と判断する時点で株主の皆
様に対する情報開示を行います。 

 
(D) 独立委員会における判断方法 

独立委員会は、買付者等が出現した場合において、以下のとおり当社取締
役会に対する勧告等の手続を行うものとします。 
① 独立委員会が本プランの発動を勧告する場合 

独立委員会は、買付者等による買付等が下記要件（以下「本プラン発動
要件」といいます。）のうち(a) の要件に該当する場合、又は上記検討の
結果、買付者等による買付等が本プラン発動要件のうち(b) から(d) のい
ずれか１つの要件に該当し、本プランに基づき新株予約権（その主な内容
は下記(3) 「本新株予約権の無償割当ての概要」において述べるものとし、
以下、「本新株予約権」といいます。）の無償割当てを実施することが相
当であると判断した場合には、当社取締役会に対して、本新株予約権の無
償割当てを実施すべき旨を勧告します。 
なお、独立委員会は、買付者等による買付等が本プラン発動要件のうち

(b) から(d) のいずれか１つの要件に該当し、本プランに基づく新株予約
権の無償割当ての実施を相当であると判断する場合でも、これについて株
主総会の決議を得ることが相当であると判断するときは、新株予約権の無
償割当ての実施に関して事前に株主総会の承認を得るべき旨の留保を付す
ことができるものとします。12 
また、独立委員会は、一旦本新株予約権の無償割当ての実施の勧告をし

た後も、以下のいずれかの事由に該当すると判断した場合には、行使期間
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開始日（下記(3) (F) において定義されます。）までの間は、（無償割当
ての効力発生前においては）本新株予約権の無償割当ての中止又は（無償
割当ての効力発生後においては）本新株予約権を無償にて取得する旨の新
たな勧告を行うことができるものとします。 
(ｲ) 当該勧告後買付者等が買付等を撤回した場合その他買付等が存しなく

なった場合 
(ﾛ) 当該勧告の判断の前提となった事実関係等に変動が生じ、買付者等に

よる買付等が下記本プラン発動要件に定める要件のいずれにも該当し
ないか若しくは該当したときにおいても本新株予約権の無償割当てを
実施すること、又は行使を認めることが相当ではない場合 

 
記 
 

(a) 本プランに定める手続を遵守しない買付等である場合 
(b) 以下に掲げる行為等により、当社の企業価値・株主共同の利益に対する明

白な侵害をもたらすおそれのある買付等である場合 
ⅰ 株券等を買い占め、その株券等について当社に対して高値で買取りを要

求する行為 
ⅱ 当社の経営を一時的に支配して、当社の重要な資産等を廉価に取得する

等当社の犠牲の下に買付者等の利益を実現する経営を行うような行為 
ⅲ 当社の資産を買付者等やそのグループ会社等の債務の担保や弁済原資と

して流用する行為 
ⅳ 当社の経営を一時的に支配して、当社の事業に当面関係していない高額

資産等を処分させ、その処分利益をもって、一時的な高配当をさせるか、
一時的な高配当による株価の急上昇の機会を狙って高値で売り抜ける行
為 

(c) 強圧的二段階買付（最初の買付で当社の株券等の全部の買付を勧誘するこ
となく、二段階目の買付条件を不利に設定し、あるいは明確にしないで、
公開買付け等の株券等の買付を行うことをいいます。）等株主に株券等の
売却を事実上強要するおそれのある買付等である場合 

(d) 買付等の条件（対価の価額・種類、買付等の時期・方法の適法性、買付等
の実現可能性、経営方針・事業計画を含みます。）が中長期的な当社の企
業価値との比較において不十分又は不適当な買付等である場合 

 
② 独立委員会が本プランの不発動を勧告する場合 

独立委員会は、上記検討の結果、買付者等による買付等が上記(D) ①の
本プラン発動要件に定める要件のいずれの要件にも該当しない又は該当し
ても本新株予約権の無償割当てを実施することが相当でないと判断した場
合には、当社取締役会に対して、本新株予約権の無償割当てを実施すべき
でない旨を勧告します。但し、独立委員会は、かかる勧告の判断の前提と



 

－  － 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(59) ／ 2009/05/28 19:56 (2009/05/28 19:55) ／ wk_08536837_04_osx横河電機様_招集_参考書類_P.doc 

59

なった事実関係等に変動が生じ、上記①の要件を充足することとなった場
合には、本新株予約権の無償割当ての実施の勧告を含む別個の判断を行い、
これを当社取締役会に勧告することができるものとします。 

③ 情報開示 
当社は、独立委員会が上記①から②に定める勧告等の決議をした場合そ

の他独立委員会が適切と考える場合には、当該決議の概要その他独立委員
会が適切と判断する事項について、当該決議に関しては当該決議後速やか
に、独立委員会が適切と判断する事項については随時、情報開示を行うも
のとします。 

(E) 取締役会の決議 
当社取締役会は、独立委員会の上記勧告を最大限尊重して本新株予約権の

無償割当ての実施又は不実施等に関する会社法上の機関としての決議を行う
ものとします。 
なお、独立委員会が本新株予約権の無償割当てを実施すべき旨の勧告を行

うに際して、当該実施に関して事前に株主総会の承認を得るべき旨の留保を
付した場合には、当社取締役会は、実務上株主総会の開催が著しく困難な場
合を除き、実務上可能な限り速やかに株主総会を招集し、本新株予約権の無
償割当ての実施に関する議案を付議するものとします。当社取締役会は、当
該株主総会において本新株予約権の無償割当ての実施に関する議案が可決さ
れた場合には、本新株予約権の無償割当ての実施に関する決議を行い、当該
株主総会において本新株予約権の無償割当ての実施に関する議案が否決され
た場合には、本新株予約権の無償割当ての不実施に関する決議を行うものと
します。 
買付者等は、当社取締役会が本新株予約権の無償割当ての実施又は不実施

に関する決議を行うまでの間（上記の株主総会が開催される場合には、当該
株主総会において本新株予約権の無償割当ての実施に関する議案が可決又は
否決されたことを受けて開催される当社取締役会が、本新株予約権無償割当
ての実施又は不実施に関する決議を行うまでの間）、買付等を実行してはな
らないものとします。 
当社取締役会は、本新株予約権の無償割当ての実施又は不実施に関する決

議を行った場合には、速やかに、当該決議の概要その他当社取締役会が適切
と判断する事項について情報開示を行います。 
なお、当社取締役会は、必要に応じて買付者等と交渉を行うことができる

ものとし、本新株予約権の無償割当ての決議後であっても、上記(D) ①記載
の(ｲ) 又は(ﾛ) のいずれかの事由に該当する場合には、行使期間開始日（下
記(3) (F) において定義されます。）までの間は、（無償割当ての効力発生
前においては）本新株予約権の無償割当てを中止し又は（無償割当ての効力
発生後においては）本新株予約権を無償にて取得することができるものとし
ます。 
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(3) 本新株予約権の無償割当ての概要 
本プランに基づき実施する予定の本新株予約権の無償割当ての概要は、以下

のとおりです。本新株予約権の無償割当ての詳細については、別紙１「本新株
予約権の無償割当ての要項」をご参照下さい。 
(A) 本新株予約権の数 

本新株予約権の無償割当てに関する取締役会決議（以下「本新株予約権無
償割当て決議」といいます。）において当社取締役会が定める一定の日（以
下「割当期日」といいます。）における当社の最終の発行済株式総数（但し、
同時点において当社の有する当社株式の数を控除します。）と同数の新株予
約権を割り当てます。 

(B) 割当対象株主 
割当期日における当社の最終の株主名簿に記録された当社以外の株主（以

下「割当対象株主」といいます。）に対し、その保有する株式１株につき本
新株予約権１個の割合で、本新株予約権の無償割当てを実施します。 

(C) 本新株予約権の無償割当ての効力発生日 
本新株予約権無償割当て決議において当社取締役会が定めます。 

(D) 本新株予約権の目的である株式の数 
本新株予約権１個当りの目的となる当社株式の数（以下「対象株式数」と

いいます。）は、１株とします。 
(E) 本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

本新株予約権の行使に際してする出資の目的は金銭とし、本新株予約権の
行使に際して出資される財産の当社株式１株当りの価額は、金１円以上で当
社株式１株の時価の50％相当額以下の範囲内において当社取締役会が本新株
予約権無償割当て決議において定める価額とします。 
なお、「時価」とは、本新株予約権無償割当て決議の日の前日から遡って

90日間（取引が成立しない日を除きます。）の東京証券取引所における当社
普通株式の普通取引の各日の終値の平均値とし、１円未満の端数は切り上げ
るものとします。 

(F) 本新株予約権の行使期間 
本新株予約権の行使期間は本新株予約権の無償割当ての効力発生日（但し、

本新株予約権無償割当て決議において当社取締役会が別途これに代わる日を
定めた場合は当該日）を初日（以下、かかる行使期間の初日を「行使期間開
始日」といいます。）とし、１ヶ月間から３ヶ月間までの範囲で本新株予約
権無償割当て決議において別途定める期間とします。但し、下記(I) 項のと
おり、当社による本新株予約権の取得がなされる場合、当該取得に係る本新
株予約権の行使期間については、当該取得日の前日までとします。また、行
使期間の最終日が行使に際して払い込まれる金銭の払込取扱場所の休業日に
当たるときは、その前営業日を最終日とします。 
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(G) 本新株予約権の行使の条件 
(ⅰ) 特定大量保有者13、(ⅱ) 特定大量保有者の共同保有者、(ⅲ) 特定

大量買付者14、(ⅳ) 特定大量買付者の特別関係者、若しくは(ⅴ) 上記(ⅰ) 
乃至(ⅳ) に該当する者から本新株予約権を当社取締役会の承認を得ること
なく譲受け若しくは承継した者、又は、(ⅵ) 上記(ⅰ) 乃至(ⅴ) に該当す
る者の関連者15(以下、(ⅰ) 乃至(ⅵ) に該当する者を「非適格者」と総称
します。)は、原則として、本新株予約権を行使することができません。 
また、外国の適用法令上、本新株予約権の行使に当たり所定の手続が必要

とされる非居住者も、原則として本新株予約権を行使することができません
（但し、非居住者の保有する本新株予約権も、適用法令に従うことを条件と
して、下記(I) ②のとおり、当社による当社株式を対価とする取得の対象と
なります。）。さらに、本新株予約権の行使条件を充足していること等につ
いての表明保証条項、補償条項その他の誓約文言を含む当社所定の書式によ
る誓約書を提出しない者も、本新株予約権を行使することができません。 
なお、上記の詳細については、別紙１「本新株予約権の無償割当ての要

項」をご参照下さい。 
(H) 本新株予約権の譲渡制限 

本新株予約権の譲渡による取得については、当社取締役会の承認を要しま
す。 

(I) 当社による本新株予約権の取得 
① 当社は、行使期間開始日の前日までの間いつでも、当社が本新株予約権
を取得することが適切であると当社取締役会が認める場合には、当社取締
役会が別途定める日において、全ての本新株予約権を無償で取得すること
ができるものとします。 

② 当社は、当社取締役会が別途定める日において、非適格者以外の者が有
する本新株予約権のうち当該当社取締役会が別途定める日の前日までに未
行使のもの全てを取得し、これと引換えに、本新株予約権１個につき１株
の当社株式を交付することができます。また、かかる取得がなされた日よ
り後に、本新株予約権を有する者のうち非適格者以外の者が存在すると当
社取締役会が認める場合には、上記の取得がなされた日より後の当社取締
役会が定める日において、当該者の有する本新株予約権のうち、当該当社
取締役会が定める日の前日までに未行使のものを全て取得し、これと引換
えに、本新株予約権１個につき１株の当社株式を交付することができるも
のとし、その後も同様とします。 

 
(4) 本プランの有効期間 

本プランは、本定時株主総会において本プランの継続導入に関する議案につ
いて株主の皆様のご承認をいただいた場合に正式に発効します。本プランの有
効期間は、平成23年３月期に関する定時株主総会の終結の時までとします。 



 

－  － 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(62) ／ 2009/05/28 19:56 (2009/05/28 19:55) ／ wk_08536837_04_osx横河電機様_招集_参考書類_P.doc 

62

(5) 本プランの廃止及び変更 
本プランについては、有効期間中であっても、①当社の株主総会において本

プランに係る本新株予約権の無償割当てに関する事項の決定を廃止する取締役
会決議を行うべき旨の勧告決議が行われた場合、又は②当社の株主総会で選任
された取締役で構成される当社取締役会の判断により本プランを廃止する旨の
決議が行われた場合には、本プランはその時点で廃止されるものとします。
従って、本プランは、株主の皆様のご意向に従ってこれを廃止することが可能
です。 
また、本プランの有効期間中であっても、当社取締役会は、会社法、金融商

品取引法その他の法令若しくは証券取引所規則の変更又はこれらの解釈、運用
の変更、又は税制、裁判例の変更により合理的に必要と認められる範囲に限り
本プランを修正し、又は変更する場合があります。 
当社は、本プランが廃止又は変更された場合には、当該廃止又は変更等の事

実及び（変更の場合には）変更等の内容について、情報開示を速やかに行いま
す。 

────────────────────────────────────── 
１ 「提案」には、第三者に対して買付等を勧誘する行為を含みます。 

２ 金融商品取引法第27条の23第１項に定義されます。本議案において別段の定めがない限り同じとします。 

３ 金融商品取引法第27条の23第３項に基づき保有者に含まれる者を含みます（当社取締役会がこれに該当すると認め

た者を含みます。）。本議案において同じとします。 

４ 金融商品取引法第27条の23第４項に定義されます。本議案において同じとします。 

５ 金融商品取引法第27条の２第１項に定義されます。本②において同じとします。 

６ 金融商品取引法第27条の２第６項に定義されます。本議案において同じとします。 

７ 金融商品取引法第27条の２第８項に定義されます。本議案において同じとします。 

８ 金融商品取引法第27条の２第７項に定義されます（当社取締役会がこれに該当すると認めた者を含みます。）。但

し、同項第１号に掲げる者については、発行者以外の者による株券等の公開買付けの開示に関する内閣府令第３条

第２項で定める者を除きます。本議案において同じとします。 

９ 金融商品取引法第27条の23第５項に規定される共同保有者をいい、同条第６項に基づき共同保有者とみなされる者

を含みます（当社取締役会がこれらに該当すると認めた者を含みます。）。本議案において同じとします。 

10 金融商品取引法施行令第９条第５項に定義されます。 

11 買付者等がファンドである場合には、各組合員その他の構成員について本①に準じた情報を含みます。 

12 当社の現プランにおいては、買収防衛策の発動に際して株主総会の承認を得る場合が存することについて明示的に

記載しておりませんでしたが、平成20年６月30日付で企業価値研究会から公表された報告書（「近時の諸環境の変

化を踏まえた買収防衛策の在り方」）において、買収提案が株主共同の利益を毀損するかという実質判断が必要と

なる場合には、株主の意思に基づくことが必要である旨指摘されたこと等も踏まえ、本プランにおいては独立委員

会が本プランに基づく新株予約権の無償割当ての実施について株主総会の決議を得ることが相当であると判断する

場合には、あらためて株主総会に付議する場合があることを明確に定めることといたしました。 
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13 原則として、当社が発行者である株券等の保有者で、当該株券等に係る株券等保有割合が20％以上である者（当社

取締役会がこれに該当すると認めた者を含みます。）をいいます。但し、その者が当社の株券等を取得・保有する

ことが当社の企業価値又は株主共同の利益に反しないと当社取締役会が認めた者その他本新株予約権無償割当て決

議において当社取締役会が別途定める所定の者は、特定大量保有者に該当しないものとします。本議案において同

じとします。 

14 原則として、公開買付けによって当社が発行者である株券等（金融商品取引法第27条の２第１項に定義されます。

以下、本脚注において同じとします。）の買付け等（同法第27条の２第１項に定義されます。以下、本脚注におい

て同じとします。）を行う旨の公告を行った者で、当該買付け等の後におけるその者の所有（これに準ずるものと

して金融商品取引法施行令第７条第１項に定める場合を含みます。）に係る株券等の株券等所有割合がその者の特

別関係者の株券等所有割合と合計して20％以上となる者（当社取締役会がこれらに該当すると認めた者を含みま

す。）をいいます。但し、その者が当社の株券等を取得・保有することが当社の企業価値又は株主共同の利益に反

しないと当社取締役会が認めた者その他本新株予約権無償割当て決議において当社取締役会が別途定める所定の者

は、特定大量買付者に該当しないものとします。本議案において同じとします。 

15 ある者の「関連者」とは、実質的にその者を支配し、その者に支配され若しくはその者と共同の支配下にある者

（当社取締役会がこれに該当すると認めた者を含みます。）、又はその者と協調して行動する者として当社取締役

会が認めた者をいいます。なお、「支配」とは、他の会社等の「財務及び事業の方針の決定を支配している場合」

（会社法施行規則第３条第３項に定義されます。）をいいます。 
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（ご参考） 
本プランの内容は、上記Ⅱ(2) 「本プランの内容」に記載のとおりですが、現プ

ランからの変更点は以下のとおりです。当社は、本プランは以下のとおり合理性を
備えたものと考えており、また、本プランの継続導入による株主・投資家の皆様へ
の影響についても以下のとおりとなります。株主の皆様におかれましては、これら
の点もご考慮のうえ、本議案につきご承認いただければと存じます。 
 
１．現プランからの変更点 
① 買収防衛策発動要件の変更 

従業員、取引先等のステークホルダーは、企業価値の維持発展に不可欠であ
ると当社取締役会は考えておりますが、過度にこれらのステークホルダーの保
護を強調することは、結果として現経営陣の保身に繋がるおそれがあります。
そこで、本プランにおいては、現プランにおいて規定されていた発動要件のう
ち「従業員、取引先の人的ネットワーク、全世界的なサービス網等の当社グ
ループの有形無形の経営資源を破壊し、当社の企業価値・株主共同の利益に重
大な悪影響をもたらすおそれのある買付け等」との要件を削除いたしました。 

② 情報提供期間ルールの設定 
当社株式の大量取得行為を行う者による情報提供の迅速化を図るため、独立

委員会が情報提供を要請する場合、回答期限を設定することがある旨の記載を
追加するとともに、情報提供期間に上限（原則60日間、最長90日間）を設ける
旨の定めを追加しました。 

③ 独立委員会の取締役会に対する情報提供の要求期間及び独立委員会の検討期
間に係るルールの厳格化 
現経営陣に対する情報提供の要求期間の長期化や独立委員会による検討期間

の延長、判断の繰延べ等は、市場を混乱させるだけでなく、経営の停滞を招く
結果となります。そこで、本プランにおいては、取締役会に対する情報提供の
要求期間を最長60日、独立委員会による検討期間を最長60日とし、一切延長、
判断の繰延べを認めないこととしました。これにより買収者による情報の提供
が完了してから120日以内に、買収防衛策の発動又は不発動の結論が出ること
になります。 

④ 社外取締役及び投資業務経験者を独立委員会の委員に選任 
第３号議案で選任予定の３名の社外取締役全員を、本プランにおいて独立委

員会の委員とすることにより、独立委員会の機能を強化する予定です。また、
独立委員会による検討、判断においては、機関投資家やファンドの実情を知る
ことが適切な判断を下すうえで有益であると考え、独立委員会の委員に投資業
務の経験者を新たに加えることを予定しております。 
（独立委員会の各委員候補者の氏名及び略歴については別紙３「独立委員会委
員の氏名及び略歴」をご参照下さい。） 
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２．本プランの合理性 
(1) 買収防衛策に関する指針の要件を完全に充足していること 

本プランは、経済産業省及び法務省が平成17年５月27日に発表した「企業価
値・株主共同の利益の確保又は向上のための買収防衛策に関する指針」の定め
る三原則を完全に充足しています。 

 
(2) 株主意思を重視するものであること（サンセット条項） 

本プランは、上記Ⅱ(1) 「本プランの継続導入手続」にて記載しましたとお
り、本定時株主総会における株主の皆様からのご承認をもって発効し、その有
効期間は、上記Ⅱ(4) 「本プランの有効期間」に記載のとおり、平成23年３月
期に関する定時株主総会の終結の時までの２年間といたします。また、当社取
締役の任期は１年となっておりますので、たとえ本プランの有効期間中であっ
ても、上記Ⅱ(5) 「本プランの廃止及び変更」にて記載しましたとおり、本プ
ランの有効期間の満了前であっても株主総会において本プランを廃止する旨の
決議が行われた場合には、本プランはその時点で廃止されることになり、本プ
ランの消長には、株主の皆様のご意向が反映されることとなっております。 

 
(3) 独立性の高い社外取締役等の判断の重視と情報開示 

当社は、取締役の恣意的判断を排除し、株主の皆様のために、本プランの発
動及び廃止等の運用に際しての実質的な判断を客観的に行う機関として、独立
委員会を設置しております。 
独立委員会の委員は、当社社外取締役、社外監査役及び社外の有識者の中か

ら選任されます。 
実際に当社株式に対して買付等がなされた場合には、上記Ⅱ(2) 「本プラン

の内容」にて記載しましたとおり、独立委員会が、本プランに基づく独立委員
会規則に従い、当該買付等が当社の企業価値・株主共同の利益を毀損するか否
か等について取締役会への勧告を行い、当社取締役会はその判断を最大限尊重
して本新株予約権の無償割当ての実施又は不実施等に関する会社法上の機関と
しての決議を行うこととします。独立委員会規則の概要については、別紙２
「独立委員会規則の概要」をご参照下さい。 
このように、独立委員会によって、取締役が恣意的に本プランの発動を行う

ことのないよう、厳しく監視するとともに、独立委員会の判断の概要について
は株主の皆様に情報開示するものであり、当社の企業価値・株主共同の利益に
資するべく本プランの透明な運営が行われる仕組みが確保されています。 

 
(4) 合理的な客観的要件の設定 

本プランは、上記Ⅱ(2) (D) 「独立委員会における判断方法」にて記載しま
したとおり、合理的な客観的要件が充足されなければ発動されないように設定
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されており、当社取締役会による恣意的な発動を防止するための仕組みを確保
しています。 

 
(5) 第三者専門家の意見の取得 

上記Ⅱ(2) (C) 「情報提供完了通知発送後の独立委員会による検討」にて記
載しましたとおり、買付者等が出現すると、独立委員会は、当社の費用で、独
立した第三者（ファイナンシャル・アドバイザー、公認会計士、弁護士、コン
サルタントその他の専門家等を含みます。）の助言を得ることができることと
しています。これにより、独立委員会による判断の公正さ・客観性がより強く
担保される仕組みとしております。 

 
(6) デッドハンド型やスローハンド型の買収防衛策でないこと 

上記Ⅱ(5) 「本プランの廃止及び変更」にて記載しましたとおり、本プラン
は、当社の株主総会で選任された取締役で構成される取締役会によりいつでも
廃止することができるものとされており、新しい株主構成のもとで選任された
取締役で構成される取締役会によって、本プランを廃止することが可能です。 
従って、本プランは、デッドハンド型買収防衛策（取締役会の構成員の過半

数を交替させてもなお、発動を阻止できない買収防衛策）ではありません。ま
た、当社は、取締役任期を１年とし、期差任期制を採用していないため、本プ
ランはスローハンド型買収防衛策（取締役の交替を一度に行うことができない
ため、その発動を阻止するのに時間がかかる買収防衛策）でもありません。 

 
３．株主・投資家の皆様に与える影響 
(1) 本プランの継続導入時に株主及び投資家の皆様に与える影響 

本プランの継続導入時点においては、本新株予約権の無償割当て自体は行わ
れませんので、株主及び投資家の皆様に直接具体的な影響が生じることはあり
ません。 

 
(2) 本新株予約権の無償割当て時に株主及び投資家の皆様に与える影響 

当社取締役会が、本新株予約権無償割当て決議において別途定める割当期日
における株主の皆様に対し、その保有する株式１株につき本新株予約権１個の
割合で本新株予約権が無償にて割り当てられます。仮に、株主の皆様が、権利
行使期間内に、金銭の払込その他下記(4) (B) において詳述する本新株予約権
の行使に係る手続を経ない場合には、他の株主の皆様による本新株予約権の行
使により、その保有する当社株式が希釈化することになります。 
但し、当社は、当社取締役会の決定により、下記(4) (C) に記載する手続に

より、非適格者以外の株主の皆様から本新株予約権を取得しそれと引換えに当
社株式を交付することがあります。当社がかかる取得手続を取った場合には、
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非適格者以外の株主の皆様は、本新株予約権の行使及び行使価額相当の金銭の
払込の必要もなく、当社株式を受領することになり、保有する当社株式全体の
希釈化は生じません。 

 
(3) 本新株予約権の無償割当ての中止による影響 

本新株予約権の無償割当てを受けるべき株主が確定した後において、当社が、
本新株予約権の無償割当てを中止し、又は無償割当てされた本新株予約権を無
償取得する場合には、１株当たりの株式の価値の希釈化は全く生じませんので、
１株当たりの株式の価値の希釈化が生じることを前提にして売買を行った投資
家の皆様は、株価の変動により相応の損害を被る可能性があります。 

 
(4) 本新株予約権の無償割当てに伴って株主の皆様に必要となる手続等 
(A) 割当期日における手続 

当社取締役会において、本新株予約権の無償割当てを実施することを決議
した場合には、当社は、本新株予約権の無償割当てに係る割当期日を公告い
たします。割当対象株主に、本新株予約権が無償で割り当てられます。なお、
割当対象株主の皆様は、本新株予約権の無償割当ての効力発生日において、
当然に本新株予約権に係る新株予約権者となるため、申込の手続等は不要で
す。 

(B) 本新株予約権の行使の手続 
当社は、割当対象株主の皆様に対し、原則として、本新株予約権の当社所

定の書式による行使請求書その他本新株予約権の権利行使に必要な書類を送
付いたします。本新株予約権の無償割当て後、割当対象株主の皆様において
は、行使期間内に、これらの必要書類を提出していただいたうえで、原則と
して、本新株予約権１個当たり、金１円以上で当社株式１株の時価の50％相
当額以下の範囲内において当社取締役会が本新株予約権無償割当て決議にお
いて定める価額を払込取扱場所に払い込むことにより、１個の本新株予約権
につき、１株の当社株式が発行されることになります。 

(C) 当社による本新株予約権取得の手続 
当社は、当社取締役会が本新株予約権を取得する旨の決定をした場合、法

定の手続に従い、当社取締役会が別途定める日において、本新株予約権を取
得します。また、本新株予約権の取得と引換えに当社株式を株主の皆様に交
付するときは、速やかにこれを交付いたします。なお、この場合、かかる株
主の皆様には、別途、ご自身が非適格者でないこと等についての表明保証条
項、補償条項その他の誓約文言を含む当社所定の書式による誓約書をご提出
いただくことがあります。 
 

以 上 
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別紙１ 
 

本新株予約権の無償割当ての要項 
 

１．本新株予約権の無償割当てに関する事項の決定 
(1) 本新株予約権の内容及び数 

株主に割り当てる新株予約権（以下「本新株予約権」という。）の内容は下記２．
記載のとおりとし、本新株予約権の数は、本新株予約権の無償割当てに関する取締
役会決議（以下「本新株予約権無償割当て決議」という。）において当社取締役会
が定める一定の日（以下「割当期日」という。）における当社の最終の発行済株式
総数（但し、同時点において当社の有する当社株式の数を控除する。）に相当する
数とする。 

 
(2) 割当対象株主 

割当期日における当社の最終の株主名簿に記録された株主に対し、その保有する
株式（但し、同時点において当社の有する当社株式を除く。）１株につき本新株予
約権１個の割合で、本新株予約権の無償割当てを実施する。 

 
(3) 本新株予約権の無償割当ての効力発生日 

本新株予約権無償割当て決議において当社取締役会が別途定める日とする。 
 
２．本新株予約権の内容 

(1) 本新株予約権の目的である株式の数 
本新株予約権１個当たりの目的である株式の数（以下「対象株式数」という。）

は、１株とする。 
 
(2) 本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 
１）本新株予約権の行使に際してする出資の目的は金銭とし、その価額は、行使価

額（下記２）に定義される。）に対象株式数を乗じた価額とする。 
２）本新株予約権の行使に際して出資される財産の当社株式１株当たりの価額（以

下「行使価額」という。）は金１円以上で当社株式１株の時価の50％相当額以下
の範囲内において、当社取締役会が本新株予約権無償割当て決議において定める
金額とする。なお、「時価」とは、本新株予約権無償割当て決議の前日から遡っ
て90日間（取引が成立しない日を除く。）の東京証券取引所における当社普通株
式の普通取引の各日の終値の平均値とし、１円未満の端数は切り上げるものとす
る。 

 
(3) 本新株予約権の行使期間 

本新株予約権の無償割当ての効力発生日（但し、当社取締役会がこれに代わる日
を定めたときは当該日）を初日とし、１ヶ月間から３ヶ月間までの範囲で本新株予
約権無償割当て決議において当社取締役会が定める期間とする。但し、(7) 項の規
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定に基づき、当社による本新株予約権の取得がなされる場合、当該取得に係る本新
株予約権の行使期間については当該取得日の前日までとする。また、行使期間の最
終日が行使に際して払い込まれる金銭の払込取扱場所の休業日に当たるときは、そ
の前営業日を最終日とする。 

 
(4) 本新株予約権の行使の条件 
１）(ⅰ) 特定大量保有者、(ⅱ) 特定大量保有者の共同保有者、(ⅲ) 特定大量買付

者、(ⅳ) 特定大量買付者の特別関係者、若しくは(ⅴ) 上記(ⅰ) 乃至(ⅳ) に該
当する者から本新株予約権を当社取締役会の承認を得ることなく譲受け若しくは
承継した者、又は、(ⅵ) 上記(ⅰ) 乃至(ⅴ) に該当する者の関連者は、本新株予
約権を行使することができない。 

なお、上記に用いられる用語は次のとおり定義される。 
① 「特定大量保有者」とは、当社が発行者である株券等（金融商品取引法第27

条の23第１項に定義される。以下別段の定めがない限り同じ。）の保有者（同
法第27条の23第３項に基づき保有者に含まれる者を含む。）で、当該株券等に
係る株券等保有割合（同法第27条の23第４項に定義される。）が20％以上であ
る者（当社取締役会がこれに該当すると認めた者を含む。）をいう。但し、そ
の者が当社の株券等を取得・保有することが当社の企業価値又は株主共同の利
益に反しないと当社取締役会が認めた者その他本新株予約権無償割当て決議に
おいて当社取締役会が別途定める所定の者は、特定大量保有者に該当しないも
のとする。 

② 「共同保有者」には、金融商品取引法第27条の23第５項に定義される共同保
有者を指し、同条第６項に基づき共同保有者とみなされる者を含む（当社取締
役会がこれらに該当すると認めた者を含む。）。 

③ 「特定大量買付者」とは、公開買付け（金融商品取引法第27条の２第６項に
定義される。）によって当社が発行者である株券等（金融商品取引法第27条の
２第１項に定義される。以下本③において同じ。）の買付け等（同法第27条の
２第１項に定義される。以下同じ。）を行う旨の公告を行った者で、当該買付
け等の後におけるその者の所有（これに準ずるものとして金融商品取引法施行
令第７条第１項に定める場合を含む。）に係る株券等の株券等所有割合（同法
第27条の２第８項に定義される。以下同じ。）がその者の特別関係者の株券等
所有割合と合計して20％以上となる者（当社取締役会がこれらに該当すると認
めた者を含む。）をいう。但し、その者が当社の株券等を取得・保有すること
が当社の企業価値又は株主共同の利益に反しないと当社取締役会が認めた者そ
の他本新株予約権無償割当て決議において当社取締役会が別途定める所定の者
は、特定大量買付者に該当しないものとする。 

④ 「特別関係者」とは、金融商品取引法第27条の２第７項に定義される（当社
取締役会がこれに該当すると認めた者を含む。）。但し、同項第１号に掲げる
者については、発行者以外の者による株券等の公開買付けの開示に関する内閣
府令第３条第２項で定める者を除く。 

⑤ ある者の「関連者」とは、実質的にその者を支配し、その者に支配され若し



 

－  － 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(70) ／ 2009/05/28 19:56 (2009/05/28 19:55) ／ wk_08536837_05_osx横河電機様_招集_別紙１_P.doc 

70

くはその者と共同の支配下にある者（当社取締役会がこれに該当すると認めた
者を含む。）、又はその者と協調して行動する者として当社取締役会が認めた
者をいう。「支配」とは、他の会社等の「財務及び事業の方針の決定を支配し
ている場合」（会社法施行規則第３条に定義される。）をいう。 

 
２）上記１）にかかわらず、下記①乃至④の各号に該当する者は、特定大量保有者
又は特定大量買付者に該当しないものとする。 
① 当社、当社の子会社（財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則第

８条第３項に定義される。）又は当社の関連会社（財務諸表等の用語、様式及
び作成方法に関する規則第８条第５項に定義される。） 

② 当社を支配する意図がなく上記１）(ⅰ) の特定大量保有者に該当することに
なった者である旨当社取締役会が認めた者であって、かつ、上記１）(ⅰ) の特
定大量保有者に該当することになった後10日間（但し、当社取締役会はかかる
期間を延長することができる。）以内にその保有する当社の株券等を処分する
ことにより上記１）(ⅰ) の特定大量保有者に該当しなくなった者 

③ 当社による自己株式の取得その他の理由により、自己の意思によることなく、
上記１）(ⅰ) の特定大量保有者に該当することになった者である旨当社取締役
会が認めた者（但し、その後、自己の意思により当社の株券等を新たに取得し
た場合を除く。） 

④ その者が当社の株券等を取得し保有することが当社の企業価値又は株主共同
の利益に反しないと当社取締役会が認めた者（上記１）(ⅰ) 乃至(ⅵ) に該当
すると当社取締役会が認めた者についても、当社の企業価値又は株主共同の利
益に反しないと当社取締役会が認めることができ、また、一定の条件の下に当
社の企業価値又は株主共同の利益に反しないと当社取締役会が認めた場合には、
当該条件が満たされている場合に限る。） 

 
３）適用ある外国の法令上、当該法令の管轄地域に所在する者に新株予約権を行使
させるに際し、(ⅰ) 所定の手続の履行若しくは(ⅱ) 所定の条件（一定期間の行
使禁止、所定の書類の提出等を含む。）の充足、又は(ⅲ) その双方（以下「準拠
法行使手続・条件」と総称する。）が必要とされる場合には、当該管轄地域に所
在する者は、当該準拠法行使手続・条件が全て履行又は充足されたと当社取締役
会が認めた場合に限り新株予約権を行使することができ、これが充足されたと当
社取締役会が認めない場合には、新株予約権を行使することができない。なお、
当該管轄地域に所在する者に新株予約権を行使させるに際し当社が履行又は充足
することが必要とされる準拠法行使手続・条件については、当社取締役会として
これを履行又は充足する義務は負わない。また、当該管轄地域に所在する者に新
株予約権の行使をさせることが当該管轄地域における法令上認められない場合
（以下「準拠法行使禁止事由」という。）には、当該管轄地域に所在する者は、
新株予約権を行使することができない。 

 



 

－  － 
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４）上記３）にかかわらず、米国に所在する者は、当社に対し、(ⅰ) 自らが米国
1933年証券法ルール501(a) に定義する適格投資家であることを表明、保証し、か
つ(ⅱ) その保有する新株予約権の行使の結果取得する当社普通株式の転売は東京
証券取引所における普通取引（但し、事前の取決めに基づかず、かつ事前の勧誘
を行わないものとする。）によってのみこれを行うことを誓約した場合に限り、
当該新株予約権を行使することができる。当社は、かかる場合に限り、当該米国
に所在する者が当該新株予約権を行使するために当社が履行又は充足することが
必要とされる米国1933年証券法レギュレーションＤ及び米国州法に係る準拠法行
使手続・条件を履行又は充足するものとする。なお、米国における法令の変更等
の理由により、米国に所在する者が上記(ⅰ) 及び(ⅱ) を充足しても米国証券法
上適法に新株予約権の行使を認めることができないと当社取締役会が認める場合
には、米国に所在する者は、新株予約権を行使することができない。 

 
５）新株予約権者は、当社に対し、自らが上記１）記載の(ⅰ) 乃至(ⅵ) のいずれ

にも該当せず、かつ、上記１）(ⅰ) 乃至(ⅵ) に該当する者のために行使しよう
としている者ではないこと、及び新株予約権の行使条件を充足していること等の
表明・保証条項、補償条項その他当社が定める事項を誓約する書面並びに法令等
により必要とされる書面を提出した場合に限り、新株予約権を行使することがで
きるものとする。 

 
６）新株予約権を有する者が本(4) 項の規定により、新株予約権を行使することが

できない場合であっても、当社は、当該新株予約権を有する者に対して、損害賠
償責任その他の責任を一切負わないものとする。 

 
(5) 本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本

準備金 
本新株予約権の行使により当社株式を発行する場合における増加する資本金は、

本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額の全額とし、資本準備金は増加
しないものとする。 

 
(6) 本新株予約権の譲渡制限等 
１）本新株予約権の譲渡による取得については、当社取締役会の承認を要する。 
２）本新株予約権を譲渡しようとする者が日本国外に所在する者であって、上記(4) 

３）及び４）の規定により本新株予約権を行使することができない者（上記(4) 
１）の規定により本新株予約権を行使することができない者を除く。）であると
きは、当社取締役会は、以下の事由等を勘案して上記１）の承認をするか否かを
決定する。 
① 当該管轄地域に所在する者による新株予約権の全部又は一部の譲渡による取

得に関し、譲渡人及び譲受人が作成し署名又は記名捺印した差入書（下記②乃
至④に関する表明・保証条項、補償条項その他当社が定める誓約事項を含
む。）が提出されているか否か 



 

－  － 
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② 譲渡人及び譲受人が上記(4) １）の(ⅰ) 乃至(ⅵ) のいずれにも該当しない
ことが明らかか否か 

③ 譲受人が当該管轄地域に所在しない者であり、かつ、当該管轄地域に所在す
る者のために譲受けしようとしている者ではないことが明らかか否か 

④ 譲受人が上記(4) １）の規定により新株予約権を行使することができない者
のために譲受けしようとしている者でないことが明らかか否か 

 
(7) 当社による本新株予約権の取得 
１）当社は、行使期間開始日の前日までの間いつでも、当社が本新株予約権を取得

することが適切であると当社取締役会が認める場合には、当社取締役会が別途定
める日において、本新株予約権全部を無償で取得することができる。 

２）当社は、当社取締役会が別途定める日において、上記(4) １）の規定により本
新株予約権を行使することができない者以外の者が有する本新株予約権のうち、
当該当社取締役会が別途定める日の前日までに未行使のもの全てを取得し、これ
と引換えに、本新株予約権１個につき１株の当社株式を交付することができる。 

また、かかる取得がなされた日より後に、本新株予約権を有する者のうちに上
記(4) １）の規定により本新株予約権を行使することができない者以外の者が存
在すると当社取締役会が認める場合には、上記の取得がなされた日より後の当社
取締役会が別途定める日において、当該者の有する本新株予約権のうちその前日
までに未行使のものがあれば、これを全て取得し、これと引換えに、本新株予約
権１個につき１株の当社株式を交付することができるものとし、その後も同様と
する。 

 
(8) 合併、会社分割、株式交換及び株式移転の場合の本新株予約権の交付及びその条

件 
本新株予約権無償割当て決議において当社取締役会が別途定める。 

 
(9) 新株予約権証券の発行 

本新株予約権については新株予約権証券を発行しない。 
 
(10) 法令の改正等による修正 

上記で引用する法令の規定は、平成21年４月16日現在施行されているものであり、
同日以後、法令の新設又は改廃により、上記各項に定める条項又は用語の意義等に
修正を加える必要が生じた場合には、当社取締役会において、当該新設又は改廃の
趣旨を考慮のうえ、上記各項に定める条項又は用語の意義等を適宜合理的な範囲内
で読み替えることができるものとする。 

 
以 上 



 

－  － 
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別紙２ 
 

独立委員会規則の概要 
 

１．独立委員会は当社取締役会の決議により設置される。 
 
２．独立委員会の委員は、３名以上７名以内とする。 
 
３．独立委員会の委員は、当社社外取締役若しくは当社社外監査役又は社外の有識者の

中から当社取締役会が選任する。 
 
４．社外の有識者は、実績のある会社経営者、投資銀行業務に精通する者、弁護士、公

認会計士若しくは経営学、会社法等を主たる研究対象とする者又はこれらに準ずる
者でなければならない。 

 
５．社外の有識者は、その職務に関し、別途当社取締役会が指定する善管注意義務条項

等を含む契約を当社との間で締結した者でなければならない。 
 
６．独立委員会の委員の任期は、平成23年３月期に関する定時株主総会終結のときまで

とする。 
 
７．独立委員会は、以下の各号に記載される事項について決定し、その決定内容を、そ

の理由を付して当社取締役会に勧告する。当社取締役会は、この独立委員会の勧告
を最大限尊重して、新株予約権の無償割当ての実施又は不実施に関する会社法上の
機関としての決議を行う。但し、当社取締役会は、独立委員会の勧告に従い株主総
会を招集した場合には、当該株主総会の決議に従うものとする。なお、独立委員会
の各委員及び当社各取締役は、この決定に当たっては、専ら当社の企業価値・株主
共同の利益に資するか否かの観点からこれを行うことを要し、自己又は当社の経営
陣の個人的利益を図ることを目的としてはならない。 

① 本新株予約権の無償割当ての実施又は不実施 
② 本新株予約権の無償割当ての中止又は本新株予約権の無償取得 
③ その他当社取締役会が判断すべき事項のうち、当社取締役会が独立委員会に諮問

した事項 
 
上記に定めるところに加え、独立委員会は、以下の各号に記載される事項を行う。 

① 本プランの対象となる買付等への該当性の判断 
② 買付者等及び当社取締役会が独立委員会に提供すべき情報及びその回答期限の決

定 



 

－  － 
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③ 買付者等の買付等の内容の精査・検討及び買付者等と当社取締役会の事業計画等
に関する情報収集・比較検討等 

④ 当社取締役会に対する代替案の提出の要求・代替案の検討 
⑤ 本新株予約権の無償割当ての実施に関して株主総会の承認を得ることの要否の判

断 
⑥ その他本プランにおいて独立委員会が行うことができると定められた事項 
⑦ 当社取締役会が、別途独立委員会が行うことができるものと定めた事項 

 
８．当社は、買付者等に対し、当社取締役会が友好的買付けであると認めた場合を除き、

当社の定める書式による買付説明書及び本必要情報に関する質問書を、速やかに送
付する。買付者等は、買付等の実行に先立ち、原則として、買付説明書及び本必要
情報を、買付者等が当社からのこれらの送付資料を受領した日から起算して、10営
業日以内に当社取締役会宛てに提出する。なお、当社取締役会は、買付説明書及び
本必要情報を受領後速やかに独立委員会に送付する。独立委員会は、提出された買
付説明書及び本必要情報が買付内容の検討を行うのに必要な情報として不十分であ
ると判断した場合には、買付者等に対し、追加的に情報を提出するよう求める。ま
た、独立委員会は、情報提供完了通知の発送後、当社取締役会に対しても、所定の
期間内に、買付者等の買付等の内容に対する意見及びその根拠資料、代替案その他
独立委員会が適宜必要と認める情報を提示するよう要求できる。独立委員会は、買
付者等及び当社取締役会からの情報を受領してから所定の期間内に、買付者等の買
付等の内容の検討、買付者等と当社取締役会の事業計画等に関する情報収集・比較
検討等及び当社取締役会の提供する代替案の検討を行う。 

 
９．独立委員会は、必要な情報収集を行うため、当社の取締役、監査役、従業員その他

独立委員会が必要と認める者の出席を要求し、独立委員会が求める事項に関する説
明を求めることができる。 

 
10．独立委員会は、当社の費用で、独立した第三者（ファイナンシャル・アドバイザー、

公認会計士、弁護士、コンサルタントその他の専門家を含む。）からの助言を得る
ことができる。 

 
11．各独立委員会の委員又は取締役会は、買付等がなされた場合その他合理的に必要と

認められる場合には、いつでも独立委員会を招集することができる。 
 
12．独立委員会の決議は、独立委員会の委員の過半数が出席し、その議決権の過半数を

もってこれを行う。 
 

以 上 



 

－  － 
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別紙３ 
独立委員会委員の氏名及び略歴 

 
本プランの継続導入当初の独立委員会の委員は、以下の６名を予定しております。 
 

１．内藤 正久（ないとう まさひさ）（昭和13年２月20日生） 
財団法人日本エネルギー経済研究所 理事長 
 

［略歴］ 
昭和36年４月 通商産業省入省 
平成３年６月 同省 大臣官房長 
平成５年６月 同省 産業政策局長 
平成10年４月 伊藤忠商事（株）代表取締役副社長 
平成12年１月 米国デュポン社 社外取締役 
平成12年４月 伊藤忠商事（株）取締役副会長 
平成15年６月 （財）日本エネルギー経済研究所 理事長 ＜現在に至る＞
 当社 社外取締役 ＜現在に至る＞
平成18年６月 日本工営（株）社外取締役 ＜現在に至る＞
 エスペック（株）社外取締役 ＜現在に至る＞
 
内藤正久氏は、会社法施行規則第２条第３項第７号に規定される社外取締役候補者

の要件を満たす社外取締役であり、本定時株主総会で再任後、就任する予定です。 
なお、同氏と当社との間に特別の利害関係はありません。 
 

２．棚橋 康郎（たなはし やすろう）（昭和16年１月４日生） 
新日鉄ソリューションズ株式会社 相談役 
 

［略歴］ 
昭和38年４月 富士製鐵（株）（現 新日本製鐵（株））入社 
平成７年６月 同社 取締役 
平成９年４月 同社 常務取締役 
平成12年４月 新日鉄情報通信システム（株） 

（現 新日鉄ソリューションズ（株）） 
代表取締役社長 

平成15年４月 同社 代表取締役会長 
平成16年６月 （株）インターネットイニシアティブ 

社外取締役 
＜現在に至る＞

平成17年６月 （株）村田製作所 社外取締役 ＜現在に至る＞
平成19年６月 新日鉄ソリューションズ（株）相談役 ＜現在に至る＞
平成19年６月 当社 社外取締役 ＜現在に至る＞
 
棚橋康郎氏は、会社法施行規則第２条第３項第７号に規定される社外取締役候補者

の要件を満たす社外取締役であり、本定時株主総会で再任後、就任する予定です。 
なお、同氏と当社との間に特別の利害関係はありません。 



 

－  － 
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３．勝俣 宣夫（かつまた のぶお）（昭和17年12月５日生） 
丸紅株式会社 取締役会長 
 

［略歴］ 
昭和41年４月 丸紅飯田（株）（現 丸紅（株））入社 
平成８年６月 同社 取締役 
平成11年４月 同社 代表取締役 常務取締役 
平成13年４月 同社 代表取締役 専務取締役 
平成15年４月 同社 代表取締役社長 
平成20年４月 同社 取締役会長 ＜現在に至る＞
平成21年３月 サッポロホールディングス（株）社外取締役 ＜現在に至る＞

 
勝俣宣夫氏は、会社法施行規則第２条第３項第７号に規定される社外取締役候補者

であり、本定時株主総会で選任され、就任する予定です。なお、同氏と当社との間に
特別の利害関係はありません。 
 

４．若杉 敬明（わかすぎ たかあき）（昭和18年３月11日生） 
東京経済大学経営学部教授 
 

［略歴］ 
昭和47年１月 横浜市立大学商学部助教授 
昭和49年４月 東北大学経済学部助教授 
昭和60年６月 東京大学経済学部教授 
平成15年４月 日本コーポレート・ガバナンス研究所 

理事長・所長 
＜現在に至る＞

平成16年４月 東京経済大学経営学部教授 ＜現在に至る＞
平成16年６月 東京大学名誉教授 
平成17年６月 （株）リコー 社外取締役 ＜現在に至る＞
平成18年６月 ジェイ エフ イー ホールディングス（株） 

社外監査役 
＜現在に至る＞

平成19年６月 （株）エヌ・ティ・ティ・ドコモ 社外監査役 ＜現在に至る＞

 
若杉敬明氏と当社との間に特別の利害関係はありません。 

 



 

－  － 
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５．中村 直人（なかむら なおと）（昭和35年１月25日生） 
中村・角田・松本法律事務所パートナー 
 

［略歴］ 
昭和57年10月 司法試験合格 
昭和60年４月 司法研修所卒業 第二東京弁護士会登録 
昭和60年４月 森綜合法律事務所所属 
平成10年４月 日比谷パーク法律事務所開設、パートナー 
平成15年２月 中村直人法律事務所（現中村・角田・ 

松本法律事務所）開設、パートナー 
＜現在に至る＞

平成15年３月 アサヒビール（株）社外監査役 ＜現在に至る＞
平成18年６月 三井物産（株）社外監査役 ＜現在に至る＞

 
中村直人氏と当社との間に特別の利害関係はありません。 
 

６．北川 哲雄（きたがわ てつお）（昭和25年５月９日生） 
青山学院大学大学院 国際マネジメント研究科教授 
 

［略歴］ 
昭和52年４月 日本アイビーエム（株）入社 
昭和56年４月 （株）野村総合研究所主任研究員 

（セルサイド・アナリスト） 
平成元年６月 モルガン信託銀行（株） 

投資調査部ヴァイスプレジデント 
（バイサイド・アナリスト） 

平成10年11月 （社）日本証券アナリスト協会 
試験委員会委員 

＜現在に至る＞

平成12年10月 明治ドレスナー・アセットマネジメント（株） 
常務執行役員（調査部長） 

平成17年９月 青山学院大学大学院 
国際マネジメント研究科教授 

＜現在に至る＞

 
北川哲雄氏と当社との間に特別の利害関係はありません。 
 

以 上 
 



 

－  － 
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インターネット等による議決権行使のご案内 

 

Ⅰ．インターネットによる議決権行使について 

１ インターネットによる議決権行使に際して、ご了承いただく事項 

議決権をインターネットにより行使される場合は、次の事項をご了承のうえ、行使していただきま

すよう、お願い申し上げます。 

１）インターネットによる議決権行使は、当社の指定する議決権行使サイト（下記ＵＲＬをご参照く

ださい。）をご利用いただくことによってのみ可能です。なお、インターネットにより、議決権

を行使される場合は、招集ご通知同封の議決権行使書用紙に記載の議決権行使コード及びパス

ワードが必要となります。 

２）今回ご案内する議決権行使コード及びパスワードは、本総会に関してのみ有効です。次の総会の

際には、新たに議決権行使コード及びパスワードを発行いたします。 

３）書面とインターネットにより、二重に議決権を行使された場合は、インターネットの行使を有効

な行使としてお取扱いいたします。 

４）インターネットで複数回数議決権行使をされた場合は、最後の議決権行使を有効な行使としてお

取扱いいたします。 

５）インターネットに関する費用（プロバイダー接続料金・通信料金等）は、株主様のご負担となり

ます。 

 

２ インターネットによる議決権行使の具体的方法 

１）http://www.it-soukai.com/にアクセスしてください。 

行使期間中の午前３時～午前５時は上記ＵＲＬにアクセスすることができません。 

２）議決権行使コード及びパスワードを入力し、「ログイン」ボタンを押してください。 

議決権行使コード及びパスワードは、招集ご通知同封の議決権行使書用紙右下に記載しておりま

す。 

３）画面の案内に従い、議決権を行使してください。 

 

３ ご利用環境 

パソコンをご利用の場合 

◎パソコン   Windows®機種 

（ＰＤＡ、携帯電話、ゲーム機には対応しておりません。） 

◎ブラウザ   Microsoft® Internet Explorer5.5以上 

◎インターネット環境 プロバイダとの契約などインターネットが利用できる環境 

◎画面解像度  1024×768以上をご推奨いたします。 

＊Microsoft、Windowsは米国Microsoft Corporationの米国及びその他の国における登録商標 

又は商標です。 



 

－  － 
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４ セキュリティーについて 

行使された情報が改竄・盗聴されないよう暗号化（SSL128bit）技術を使用しておりますので、安

心してご利用いただけます。 

また、議決権行使書用紙に記載された議決権行使コードとパスワードは、株主様ご本人を認証する

重要なものです。他人に絶対知られないようご注意ください。当社より株主様のパスワードをお問

い合わせすることはございません。 

 

５ お問い合わせ先について 

１）議決権電子行使に関するパソコン等の操作方法等に関する専用お問い合わせ先 

みずほ信託銀行 証券代行部 インターネットヘルプダイヤル 

電話 0120-768-524（フリーダイヤル） 

（受付時間 ９：00～21：00 土日休日を除く） 

２）上記１）以外の住所変更等に関するお問い合わせ先 

みずほ信託銀行 証券代行部 

電話 0120-288-324（フリーダイヤル） 

（受付時間 ９：00～17：00 土日休日を除く） 

 

Ⅱ．議決権電子行使プラットフォームについて 

管理信託銀行等の名義株主様（常任代理人様を含みます。）につきましては、（株）東京証券取引所

等により設立された合弁会社株式会社ＩＣＪが運営する議決権電子行使プラットフォームの利用を事

前に申し込まれた場合には、当社株主総会における電磁的方法による議決権行使の方法として、上記

Ⅰ．のインターネットによる議決権行使以外に、当該プラットフォームをご利用いただくことができ

ます。 

 

以 上 
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株主総会会場ご案内図 
 

 

 

〒180-8750 東京都武蔵野市中町二丁目９番32号 

ＴＥＬ 0422-52-5530 




